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Ⅰ．基本的考え方

【総合政策局の役割】

・国土の総合的かつ体系的な利用、開発及び保全、そのための社会資本の整備や

交通政策の推進等を担う国土交通行政は、国民の日常生活や経済活動にとって

欠くことのできないものであり、総合政策局は、こうした国土交通行政に係る

総合的かつ基本的な施策の企画・立案等を推進している。

【時代認識を持った対応】

・我が国を取り巻く社会経済環境は、本格的な人口減少・高齢化社会の到来、地

球環境問題の深刻化、急速な経済のグローバル化、環境や景観の重視など、大

きく変化している。これらの変化に対応して、

○成長力の強化

○安全・安心で豊かな社会づくり

○地球環境時代に対応したくらしづくり

等を実現していくことが求められている。

【平成２１年度概算要求の重点項目】

・こうした状況を踏まえ、平成２１年度総合政策局関係予算については、これら

の課題のうち緊急かつ計画的な対応を要する下記の事項に特に重点を置いて、

所要の予算額を要求する。

（１）地域の自立・活性化

（２）建設業の活力の回復と生産性の向上

（３）物流の効率化

（４）生活者の視点に立った施策の展開

（５）安全・安心な地域づくり

（６）海洋立国の推進

（７）温暖化対策や健全な国土に向けた取組

（８）環境を優先した選択の支援・促進

（９）地球環境時代の技術開発・国際貢献

総合政策局関係予算概算要求額

行政経費 １４７億円（対前年度比：１．３９倍）
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Ⅱ．平成２１年度総合政策局関係予算概算要求総括表

（単位：百万円）

国　　　　　費

21 年 度 前 年 度 対前年度

要 求 額 予 算 額 倍　　率

(A) (B) (A/B)

　 １．主要事項 10,555 6,367 1.66 

　　　（１）成長力の強化 9,561 5,625 1.70 

　　　①地域の自立・活性化 6,687 3,641 1.84 

　　　②建設業の活力の回復と生産性の向上 2,384 1,832 1.30 

　　　③物流の効率化 490 152 3.22 

　　　（２）安全・安心で豊かな社会づくり 613 427 1.44 

　　　①生活者の視点に立った施策の展開 328 201 1.63 

　　　②安全・安心な地域づくり 194 173 1.12 

　　　③海洋立国の推進 91 53 1.72 

　　　（３）地球環境時代に対応したくらしづくり 381 315 1.21 

　　　①温暖化対策や健全な国土に向けた取組 67 63 1.06 

　　　②環境を優先した選択の支援・促進 144 121 1.19 

　　　③地球環境時代の技術開発・国際貢献 170 131 1.30 

　 ２．その他の行政経費 4,130 4,223 0.98 

　　　　合　　　　　　　計 14,685 10,590 1.39 
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【主要事項の内訳】
（単位：百万円）

国 　　　　費
21 年 度 前 年 度 対前年度
要 求 額 予 算 額 倍　　率

(A) (B) (A/B)

　 １．主要事項 10,555 6,367 1.66 

（１）成長力の強化 9,561 5,625 1.70 

①地域の自立・活性化 6,687 3,641 1.84 
・地域公共交通の活性化・再生総合事業の拡充 6,000 3,000 2.00 

・生活圏（定住自立圏）形成の推進 50 0 - 

・次世代地域公共交通システムに関する技術開発 37 33 1.12 

・アジア域内におけるＩＣ乗車券等の国際相互利用化の推進 40 29 1.38 

②建設業の活力の回復と生産性の向上 2,384 1,832 1.30 
・建設業の活力回復の推進 1,347 924 1.46 

・ＩＣＴを活用した建設生産システムの普及の促進 35 0 - 

・基幹技能者の活用の促進 15 0 - 

・建設資材の価格高騰や調達難によるリスク負担の適正化の推進 20 0 - 

・建設業における技能移転のための調査検討 45 0 - 

・我が国建設業の国際競争力の強化 116 83 1.40 

・官民連携による我が国建設技術の海外展開支援事業 40 0 - 

・重点的な建設援助の推進 130 115 1.13 

③物流の効率化 490 152 3.22 
・多様な関係者の連携による物流効率化促進事業 270 0 - 

・我が国の技術・経験を活かした人流・物流サービスの整備支援 131 0 - 

（２）安全・安心で豊かな社会づくり 613 427 1.44 

①生活者の視点に立った施策の展開 328 201 1.63 
・既存住宅ストックの流通市場の環境整備に関するモデル取引調査 80 0 - 
・未完成マンションの重要事項説明における情報提供のあり方に関する調
　査検討

8 0 - 

・不動産投資市場の安定成長のための不動産投資顧問業務の促進 15 0 - 

・公共交通における事故発生時の被害者支援のあり方についての調査研究 32 0 - 

・バリアフリー新法に基づく一体的・総合的なバリアフリー化の推進 98 88 1.11 

②安全・安心な地域づくり 194 173 1.12 
・ストック型社会における社会資本の整備・維持管理・更新のあり方に関
　する調査検討

40 0 - 

・運輸安全マネジメント制度の充実・強化 49 48 1.02 

③海洋立国の推進 91 53 1.72 
・海洋管理のための離島施策の新たな展開 9 8 1.13 

・海洋汚染防止のための予防的な対策の充実強化 7 0 - 

・船舶に起因する大気汚染防止に関する国際的な規制制度導入のための調
　査研究

5 0 - 

・ふくそう海域での事故半減をめざすＩＣＴを活用した新たな安全システ
　ムの構築

35 0 - 

（３）地球環境時代に対応したくらしづくり 381 315 1.21 

①温暖化対策や健全な国土に向けた取組 67 63 1.06 
・環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）モデル事業の分析及び有効性の検証
　に係る調査

7 0 - 

・自然と共生する社会資本の形成促進 20 0 - 

②環境を優先した選択の支援・促進 144 121 1.19 
・温室効果ガス削減に関する新たな環境事業モデルの調査検討 40 0 - 

・運輸分野における国内排出量取引制度導入可能性等に関する調査 8 0 - 

・建設機械施工における環境保全対策の推進 40 0 - 

・建設分野における循環型社会の形成推進 40 0 - 

③地球環境時代の技術開発・国際貢献 170 131 1.30 
・建設環境技術の海外普及事業 30 0 - 

・気候変動・グローバルマッピングパートナーシップ事業 23 13 1.77 

・交通分野における地球環境・エネルギー対策に関する国際連携の強化 51 0 - 

・アジア諸国における交通グリーン化推進事業 43 39 1.10 

　 ２．その他の行政経費 4,130 4,223 0.98 

　　　　合　　　　　　　計 14,685 10,590 1.39 
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Ⅲ．主要事項

１．成長力の強化

（１）地域の自立・活性化

○地域公共交通の活性化・再生総合事業の拡充【拡充】

○生活圏（定住自立圏）形成の推進【新規】

○次世代地域公共交通システムに関する技術開発【拡充】

○アジア域内におけるＩＣ乗車券等の国際相互利用化の推進【拡充】

（２）建設業の活力の回復と生産性の向上

○建設業の活力回復の推進【新規・拡充】

○ＩＣＴを活用した建設生産システムの普及の促進【新規】

○基幹技能者の活用の促進【新規】

【 】○建設資材の価格高騰や調達難によるリスク負担の適正化の推進 新規

○建設業における技能移転のための調査検討【新規】

○我が国建設業の国際競争力の強化【拡充】

○官民連携による我が国建設技術の海外展開支援事業【新規】

○重点的な建設援助の推進【拡充】

（３）物流の効率化

○多様な関係者の連携による物流効率化促進事業【新規】

【 】○我が国の技術・経験を活かした人流・物流サービスの整備支援 新規

２．安全・安心で豊かな社会づくり

（１）生活者の視点に立った施策の展開

○既存住宅ストックの流通市場の環境整備に関するモデル取引調査

【新規】

○未完成マンションの重要事項説明における情報提供のあり方に関する

調査検討【新規】

【 】○不動産投資市場の安定成長のための不動産投資顧問業務の促進 新規

○公共交通における事故発生時の被害者支援のあり方についての調査研

究【新規】

○バリアフリー新法に基づく一体的・総合的なバリアフリー化の推進

【拡充】
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（２）安全・安心な地域づくり

○ストック型社会における社会資本の整備・維持管理・更新のあり方に

関する調査検討【新規】

○運輸安全マネジメント制度の充実・強化【拡充】

（３）海洋立国の推進

○海洋管理のための離島施策の新たな展開【拡充】

○海洋汚染防止のための予防的な対策の充実強化【新規】

○船舶に起因する大気汚染防止に関する国際的な規制制度導入のための

調査研究【新規】

○ふくそう海域での事故半減をめざすＩＣＴを活用した新たな安全シス

テムの構築【新規】

３．地球環境時代に対応したくらしづくり

（１）温暖化対策や健全な国土に向けた取組

○環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）モデル事業の分析及び有効性の検

証に係る調査【新規】

○自然と共生する社会資本の形成促進【新規】

（２）環境を優先した選択の支援・促進

○温室効果ガス削減に関する新たな環境事業モデルの調査検討【新規】

○運輸分野における国内排出量取引制度導入可能性等に関する調査

【新規】

○建設機械施工における環境保全対策の推進【新規】

○建設分野における循環型社会の形成推進【新規】

（３）地球環境時代の技術開発・国際貢献

○建設環境技術の海外普及事業【新規】

○気候変動・グローバルマッピングパートナーシップ事業【拡充】

○交通分野における地球環境・エネルギー対策に関する国際連携の強化

【新規】

○アジア諸国における交通グリーン化推進事業【拡充】

◇建設機械整備事業

○建設機械施工の高度化推進
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１．成長力の強化

（１）地域の自立・活性化

○ 地域公共交通の活性化・再生総合事業の拡充【拡充】

（ ）交通計画課

要求額 ６，０００百万円

・地域公共交通活性化・再生法の趣旨に基づき、関係自治体、交通事業者、

住民その他地域の関係者が連携して、自主的・積極的に取り組む地域を重

点的に支援を行う「地域公共交通活性化・再生総合事業」について、調査

、 。事業の実施段階への移行や新規事業への対応等のため 事業の拡充を図る

＜内 容＞

・原油高騰等を背景に地域公共交通を巡る情勢は厳しさを増していることも

踏まえ、平成１９年１０月より施行されている地域公共交通活性化・再生

法を活用して、鉄道、コミュニティバス・乗合タクシー、旅客船等多様な

地域公共交通の活性化・再生に取り組む地域の法定協議会に対し、パッ

ケージで一括支援する「地域公共交通活性化・再生総合事業」を拡充する

ことにより地域の創意工夫ある自主的な取り組みを積極的に支援する。

協議会

地域公共交通活性化・再生総合事業地域公共交通活性化・再生総合事業地域公共交通活性化・再生総合事業

地域公共交通総合連携計画

うち協議会が取り組む事業

「地域公共交通活性化・再生法（平成１９年１０月１日施行）」の法定協議会
市町村

公共交通事業者

道路管理者

住民

公安委員会

等

協議会に対して支援

補助率

①「地域公共交通総合連携計画」
（法定計画）策定経費 定額

②総合事業計画に定める事業に要する
経費

・実証運行（運航） １／２

・実証運行（運航）以外の事業 １／２（※）
（※）政令市が設置する協議会の取り組む事業 １／３

制度の特徴
・計画的取組の実現
・協議会の裁量確保

・地域の実情に応じた支援の実現
・事業評価の徹底

※事業計画等認定件数（平成２０年８月現在）：２１４件
（①調査事業 １４７件 ②計画事業 ６７件）

【事業例】

◇鉄道の増便・ダイヤ変更等の実証運行
◇コミュニティバス・乗合タクシーの実証運行
◇コミュニティバス・乗合タクシーの導入の

車両整備等

◇旅客船の航路再編・増便・ダイヤ変更等の
実証運航

◇鉄道、バス、旅客船の利用促進活動等
（広報、イベント等）

◇乗継円滑化（乗継情報等の情報提供、
ＩＣカード導入、ボランティアセンター設置・

運営等）

など

地域公共交通活性化・再生総合事業計画

学校・病院等
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○ 生活圏（定住自立圏）形成の推進【新規】

（事業総括調整官）

要求額 ５０百万円

・少子・高齢化、地方圏からの人口流出、地域経済の低迷等の中で、地域の

活力の維持と豊かな住民生活を実現するため、骨太２００８の「定住自立圏

構想」をプラットフォームとして、生活機能の集積した地域とその周辺地域

を「生活の場」としてとらえ、行政区域を越えた市町村の機能分担・連携に

よる自立的で持続可能な地域経営を推進する「生活圏（定住自立圏 」の形）

成に向けた地域の自主的な取組を支援する。

＜内 容＞

・地方公共団体が生活圏（定住自立圏）の将来像を検討・構想するに当たっ

て考慮すべき、圏域の捉え方、医療、消費、教育、交通等の生活機能の市町

村間の役割分担、生活圏域内でのネットワーク、それらを支える社会資本の

整備・維持管理といった論点に関する基本的考え方についてモデル圏域にお

ける実態調査等を踏まえた検討を行い、生活圏（定住自立圏）形成を支える

社会資本整備のあり方やその評価方法等をとりまとめ、提示する。

生活圏（定住自立圏）形成推進経費生活圏（定住自立圏）形成推進経費

■定住自立圏制度と連携した国の支援制度の構築
■生活圏（定住自立圏）形成を支える社会資本整備のあり方の提示
■生活圏（定住自立圏）における社会資本整備のための評価項目等の提示

定住自立を
促進

生活機能の
役割分担と
ネットワーク化

生活圏の形成

Ｃ市

Ｅ村

Ａ市 Ｄ町Ｂ町

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

Ｃ市

Ａ市 Ｄ町Ｂ町

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

Ｅ村

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

・我が国は、かつてない人口減少と少子高齢化に直面
・大都市圏やブロック中心都市へ若年層が移動する一方で、生活する上での条
件が厳しくなる地区が増加するなど、よりよい国土を次世代へ継承することが
困難な状況

・地域の人々の日常生活（雇用、教育、医療、福祉、買い物、文化、交流など）は、
市町村の行政区域を越えている。

・地域主体による、地域の特性を活かした、安全で快適な生活空間の形成
・アジア諸国など、地域のマーケットの国際化が進展

生活圏（定住自立圏）の形成
○生活機能の集積した地域とその周辺地域を含めた地域を「生活の場」ととら
え、生活圏域を形成。

○生活圏における生活機能の役割分担とネットワーク化により、インフラの一
体化を図り、生活機能の再配置も含めた効率的な整備、維持、更新を目指す。

福田総理 施政方針演説（H20.1）
「地方都市と周辺地域を含む圏域ごとに、生活に必要な機能を確保し、
人口の流出を食い止める方策を進めていく」

骨太２００８（H20.7）
「中心市と周辺市町村が協定により役割分担する「定住自立圏構想」の
実現に向けて、地方都市と周辺地域を含む圏域ごとに生活に必要な機
能を確保し人口の流出を食い止める方策を、各府省連携して講ずる」

生活圏（定住自立圏）形成推進経費生活圏（定住自立圏）形成推進経費

■定住自立圏制度と連携した国の支援制度の構築
■生活圏（定住自立圏）形成を支える社会資本整備のあり方の提示
■生活圏（定住自立圏）における社会資本整備のための評価項目等の提示

定住自立を
促進

定住自立を
促進

生活機能の
役割分担と
ネットワーク化

生活圏の形成

Ｃ市

Ｅ村

Ａ市 Ｄ町Ｂ町

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

Ｃ市

Ｅ村

Ａ市 Ｄ町Ｂ町

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

Ｃ市

Ａ市 Ｄ町Ｂ町

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

Ｅ村

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

Ｃ市

Ａ市 Ｄ町Ｂ町

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

Ｅ村

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

生
活
機
能

・我が国は、かつてない人口減少と少子高齢化に直面
・大都市圏やブロック中心都市へ若年層が移動する一方で、生活する上での条
件が厳しくなる地区が増加するなど、よりよい国土を次世代へ継承することが
困難な状況

・地域の人々の日常生活（雇用、教育、医療、福祉、買い物、文化、交流など）は、
市町村の行政区域を越えている。

・地域主体による、地域の特性を活かした、安全で快適な生活空間の形成
・アジア諸国など、地域のマーケットの国際化が進展

生活圏（定住自立圏）の形成
○生活機能の集積した地域とその周辺地域を含めた地域を「生活の場」ととら
え、生活圏域を形成。

○生活圏における生活機能の役割分担とネットワーク化により、インフラの一
体化を図り、生活機能の再配置も含めた効率的な整備、維持、更新を目指す。

福田総理 施政方針演説（H20.1）
「地方都市と周辺地域を含む圏域ごとに、生活に必要な機能を確保し、
人口の流出を食い止める方策を進めていく」

骨太２００８（H20.7）
「中心市と周辺市町村が協定により役割分担する「定住自立圏構想」の
実現に向けて、地方都市と周辺地域を含む圏域ごとに生活に必要な機
能を確保し人口の流出を食い止める方策を、各府省連携して講ずる」
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○ 次世代地域公共交通システムに関する技術開発【拡充】

（技術安全課）

要求額 ３７百万円

低コストで輸送需要に柔軟に対応できる新たな公共交通システムを確立・

、 、 、 。し 公共交通の利用の促進 環境問題への対応 交通渋滞の縮小等を図る

＜内 容＞

・バスの機動性・経済性と次世代型路面電車（ＬＲＴ）の定時性・速達性を

有し、軌道設備、架線設備等を要しない「次世代地域公共交通システム」

の技術開発を行う。

①低コスト化を図るための技術開発
②車両の省エネ化・快適性を図るための技術開発
③車両の単体運行と連結運行の自動化を図るための技術開発
④一般道と磁気誘導路の双方を走ることができる車両の技術開発

次世代地域公共交通システム

開発した交通システムの導入

・低コストで輸送需要に柔軟に対応できるシステムの確立
・公共交通の利用の促進、環境問題への対応、交通渋滞の縮小 等

効 果

磁
気

誘
導

案
内

磁気マーカー

一般道 併用軌道

④デュアルモード化

整備費用等の低減
省力化

①レール不要・架線レス①レール不要・架線レス

環境負荷の軽減
バリアフリー 輸送需要への柔軟な対応

③自動連結・分離可能③自動連結・分離可能
ホイルインモーターホイルインモーター
ハイブリッドエンジンハイブリッドエンジン

②②

①低コスト化を図るための技術開発
②車両の省エネ化・快適性を図るための技術開発
③車両の単体運行と連結運行の自動化を図るための技術開発
④一般道と磁気誘導路の双方を走ることができる車両の技術開発

次世代地域公共交通システム

開発した交通システムの導入

・低コストで輸送需要に柔軟に対応できるシステムの確立
・公共交通の利用の促進、環境問題への対応、交通渋滞の縮小 等

効 果

磁
気

誘
導

案
内

磁気マーカー

一般道一般道 併用軌道併用軌道

④デュアルモード化

整備費用等の低減
省力化

①レール不要・架線レス①レール不要・架線レス

環境負荷の軽減
バリアフリー 輸送需要への柔軟な対応

③自動連結・分離可能③自動連結・分離可能
ホイルインモーターホイルインモーター
ハイブリッドエンジンハイブリッドエンジン

②②
ホイルインモーターホイルインモーター
ハイブリッドエンジンハイブリッドエンジン

②②
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○ アジア域内におけるＩＣ乗車券等の国際相互利用化の推進【拡充】

（ ）情報政策課企画室

要求額 ４０百万円

・アジア各都市の交通機関を１枚のＩＣ乗車券等で利用できるようにするこ

とにより、ＩＣ乗車券等の国際相互利用を促進し、訪日外国人旅行者及び

アジアへの日本人旅行者の利便性の向上を図る。

＜内 容＞

・アジア各国の交通事業者等によって発行されるＩＣ乗車券等の国際相互利

用等の促進により、国際観光客及び国際ビジネス客の都市内移動の円滑化

を図り、アジア域内の人的交流及び経済交流の拡大を図る。具体的な取り

組みとして、内外の関係者間での合意形成をさらに進めるとともに、実現

に向けた実証実験を実施する。
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（２）建設業の活力の回復と生産性の向上

・建設業は、建設投資の急速かつ大幅な減少、過当競争によるダンピング増

加、価格競争の激化、今年に入ってからの鋼材・燃料油等の資材価格の急騰

やマンション市況の悪化等の不動産市場の低迷などの課題に直面している。

・このため、建設業経営支援緊急対策の実施等による経営力の強化、技術と

経営による競争を促進させるための入札契約制度の改革、公正な競争基盤の

確立、国際競争力の強化、ものづくり産業を支える人づくりなどの施策を強

力に推進し、地域の経済・雇用を支える中堅・中小建設業の活力の回復を図

るとともに 「業種別生産性向上プログラム （平成 年５月 日）に盛り、 」 20 23
込まれた施策を着実に実行することで、建設業の生産性を向上させる。

建設業の活力回復と生産性の向上建設業の活力回復と生産性の向上

• 建設投資の急速かつ大幅な減少

• 過当競争によるダンピングの増加、価格競争の激化

• 鋼材、燃料油等の資材価格の急騰

• マンション市況の悪化等の不動産市場の動向

• 金融機関の融資状況

• 建設投資の急速かつ大幅な減少

• 過当競争によるダンピングの増加、価格競争の激化

• 鋼材、燃料油等の資材価格の急騰

• マンション市況の悪化等の不動産市場の動向

• 金融機関の融資状況

•一般競争入札と総合評価方式の拡大

•適切な競争参加条件の設定と企業評価の実施

•ダンピング対策の推進

•単品スライド条項の適用

•入札ボンドの拡大

•一般競争入札と総合評価方式の拡大

•適切な競争参加条件の設定と企業評価の実施

•ダンピング対策の推進

•単品スライド条項の適用

•入札ボンドの拡大

２．技術と経営による競争を促進させる
ための入札契約制度の改革

•地方の建設業界と金融機関への緊急調査実施

•経営相談の強化と他分野進出の支援

•金融の円滑化

•地方の建設業界と金融機関への緊急調査実施

•経営相談の強化と他分野進出の支援

•金融の円滑化

１．経営力の強化

•優秀な技術者・技能者の評価・処遇の改善

•技術・技能の向上・承継

•優秀な技術者・技能者の評価・処遇の改善

•技術・技能の向上・承継

５．ものづくり産業を支える「人づくり」

•人材確保・育成、情報収集

•売り込みとプレゼンス強化

•海外市場の販路・拡大

•人材確保・育成、情報収集

•売り込みとプレゼンス強化

•海外市場の販路・拡大

建設業をとりまく課題建設業をとりまく課題

主な対応策主な対応策

４． 国際競争力の強化

３．公正な競争基盤の確立

•法令遵守の徹底

•法令違反に対するペナルティの強化

•法令遵守の徹底

•法令違反に対するペナルティの強化
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○ 建設業の活力回復の推進【新規・拡充】

（ 、 ）建設市場整備課 建設業課

要求額 １，３４７百万円

＜内 容＞

要求額 ９５２百万円①建設業経営支援緊急対策の実施

・地域の経済・雇用を支える基盤産業である建設業は、公共投資の依存度が

大きい地域を中心として厳しい経営環境に直面しており、とりわけ、中堅・

中小建設業者の経営力の強化は喫緊の課題である。

・このため 経営分析等のスキルを持つ者が常駐する建設業緊急相談窓口 仮、 （

称）を設置し、特に対応が必要な案件については、弁護士等の複数の専門家

で構成される支援チームを個別企業に派遣し、経営改善に関するサポートを

行うなど、建設業の経営支援を総合的に実施するための体制を整備する。

・また、地域の中小建設業者等が公共工事発注者に対して有する工事請負代

金債権の流動化を促進することにより、金融の円滑化を図る。

・さらに、建設投資が減少する中、個々の建設企業の経営力強化の努力を地

域活性化や雇用維持に結びつけるため、農業、介護、人材派遣業などの地域

に密着した新分野に進出している企業が、異業種等と連携して行う地域経済

や雇用へ高い波及効果が期待される取組に対して集中的な支援を実施するこ

とで、建設企業の地域総合産業化を図る。

建設業経営支援緊急対策建設業経営支援緊急対策

特別相談体制の整備

建設業緊急相談窓口（仮称）の設置

緊急窓口を設置し、経営分析・指導
のスキルをもつ者が常駐。経営立て
直しのための相談等に対応

弁護士、公認会計士、税理士等でチー
ムを編成。チーム単位で企業に派遣し、
一貫した支援を行う

建設業経営支援チーム（仮称）の創設

対応事例、
ノウハウの

還元

支援チームの

派遣要請

経営改善を検討している建設業者の役に立つ、建設
業における特有の事情を踏まえたマニュアルを作成

マニュアルの整備

経営改善マニュアルの作成

ワンストップサービスセンター事業の拡充

・経営ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄや金融機関ＯＢ、ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞの専門家
等のニーズにあったアドバイザーの追加。
・相談内容の緊急性等によって無料派遣を拡充

アドバイザー・相談回数の拡充

地域の経済・雇用を支える中堅・中小建設業者の経営支援体制を抜本的に強化

建設業緊急経営相談事業 地域建設業緊急金融円滑化支援事業

建設業地域総合産業化支援事業

地域総合産業への脱皮

これまでのモデル事業の効果と課題

活気があり安心なコミュニティの創出

建設業者が公共工事発注者に対して有する工事請負代金債権に
ついて流動化を促進し、建設業者の金融の円滑化を推進

売上や営業利益の計上、雇用の維持・拡大等の効果。連携事業は
好成績

販路、顧客の開拓（58.6%）、人材の確保・育成（31.3%）等が課題

これまでのモデル事業の新分野進出に関する調査・計画策定費等
への支援

地域経済への波及効果が高く、地域に密着した分野（農林業、
人材派遣業、防犯対策・生活支援ビジネス、公共施設管理等）
へ進出している企業を対象に、販路・顧客の開拓に関する費用
や人材の確保・育成に関する費用等の支援へ転換

（※他者との連携を要件）

支援対象の転換
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要求額 １８０百万円②入札契約制度改革等の推進

・技術と経営による競争による建設生産システムの生産性の向上を実現する

ため 「公共工事の品質確保に関する当面の対策について （平成２０年３月、 」

２８日関係省庁連絡会議申合せ 「業種別生産性向上プログラム （平成２）、 」

０年５月２３日策定）も踏まえ、総合評価方式の導入や 方式等多様な調CM
達手段の活用に取り組む地方公共団体への支援を強化するとともに、入札ボ

ンド、履行ボンドの発行手続を大幅に簡素化する電子化に向けた実証実験を

行う等、入札契約制度の改革を推進する。

入札ボンドも履行ボンドと同様に紙の証書が発行されているが、

・入札ボンドの導入により、①全ての入札参加者が、②競争参加資格申請までの短期間に、入札ボンドを提出することが必要

・履行ボンドの手数料と比較して保証期間が短期間のため、手数料が著しく安いこと

などにより、紙の証書の発行・提出に係る手続が煩雑となっている。

入札ボンドも履行ボンドと同様に紙の証書が発行されているが、

・入札ボンドの導入により、①全ての入札参加者が、②競争参加資格申請までの短期間に、入札ボンドを提出することが必要

・履行ボンドの手数料と比較して保証期間が短期間のため、手数料が著しく安いこと

などにより、紙の証書の発行・提出に係る手続が煩雑となっている。

課 題

金融機関 業者 発注者
②発行（紙）

①申請

③提出

手続が煩雑であり、
電子化の要望が多い
手続が煩雑であり、
電子化の要望が多い

機能の改善のための検討（H21年度）

○平成２１年度に入札ボンド・履行ボンドの電子化のため

の実証実験を実施し、発注者・受注者・発行機関の全て

にメリットのあるシステムのあり方について検討を実施

○また、電子化の検討と併せて、入札ボンド・履行ボンド

の利便性等の機能のあり方についても検討を実施

⑤照会

②登録（発行情報）

認証機関
（ボンド発行情報）

金融機関
業者

発注者

④提出（電子）③発行（電子）

①申請

⑥認証

イメージ

入札・履行ボンド電子化等の機能のあり方に係る調査検討経費入札・履行ボンド電子化等の機能のあり方に係る調査検討経費

地方公共団体における入札契約の生産性向上の促進に関する調査検討経費地方公共団体における入札契約の生産性向上の促進に関する調査検討経費

地方公共団体において上記方向性を実現するためには、発注者の体制補完と多様な発注手段の活用が必要

（具体的方策）
１．総合評価方式の導入を支援（技術者の派遣、第三者委員会の運営の支援）
２．ＣＭ、ＰＭ方式の導入を支援
３．詳細設計付発注方式、設計・施工一括発注方式といった多様な入札契約方式の導入支援
４．発注者、元請、建設コンサルタントで構成される三者協議の活用を支援
５．ワンデーレスポンス等の現場の問題発生に対する迅速な対応の推進を支援
６．工事成績や地域貢献を適切に評価する発注者別評価点の推進を支援

施策内容

①価格と品質が総合的に優れた公共調達によるバリュー・フォー・マネーの最大化
②発注者と受注者が対等な関係に立ち、明確化された責任関係に基づく建設生産システムの生産性向上

方向性
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要求額 ８７百万円③法令遵守の徹底

・請負契約の適正化を図るため、取引上のトラブルや苦情相談を迅速に解決

するための建設業取引相談センター（仮称）を設置する。また、下請取引の

適正化や不良・不適格業者の取締り強化等建設業における法令遵守の徹底の

必要性が高まっていることを踏まえて、各地方整備局共通の情報ネットワー

クを構築し、機動的かつ総合的な不良・不適格業者に対する取締りを図る。

建設業取引相談センター（仮称）の整備建設業取引相談センター（仮称）の整備

請負契約の適正化に向け紛争案件への対
応が必要
請負契約の適正化に向け紛争案件への対
応が必要

☆建設業取引相談センター
（仮称）が、従来、全て行政が
受け付けてきた苦情・相談の
一部について対応（将来的に
は民間によるADR機能へ強
化も視野）。

☆行政は、建設業法違反事
案や法的ADRに重点化。

適正な請負契約関係の
環境整備

☆建設業取引相談センター
（仮称）が、従来、全て行政が
受け付けてきた苦情・相談の
一部について対応（将来的に
は民間によるADR機能へ強
化も視野）。

☆行政は、建設業法違反事
案や法的ADRに重点化。

適正な請負契約関係の
環境整備

建設業取引相談センター（仮称）

元下間・甲乙間における苦情受付 （公共発
注、民間発注）

苦情相談・苦情処理
（弁護士による簡単な事案の処理）

中紛審、都道府県紛審の紹介 （請負契約
をめぐる紛争案件）

元下間・甲乙間における苦情受付 （公共発
注、民間発注）

苦情相談・苦情処理
（弁護士による簡単な事案の処理）

中紛審、都道府県紛審の紹介 （請負契約
をめぐる紛争案件）

◎各地方整備局等の許可部局に設置
（Ｈ１９年度）

【調査対象】主に大臣許可業者を対象
・民間工事を含めた建設業法の遵守
・請負契約の適正な取引等幅広い取締

【Ｈ１９年度の状況】
・通報、苦情、相談等の件数 ８１２件
・法令違反疑義情報 ２１１件
・立入調査等の件数 ９５０回
☆下請代金の不払い、未払いや、契約書

面の交付義務違反など下請取引に関する
紛争案件が多い

建設業法令遵守推進本部

第２章 成長力の強化
１．経済成長戦略

② サービス産業・中小企業の生産性向上
重要な業種について、現場の事業者が
将来展望もって取り組めるように「業種別
生産性向上プログラム」を実行

経済財政改革の基本方針
２００８（抄）

元請業者の下請業者へのしわ寄せ等の不
公正な取引慣行を是正し、元請下請関係を
適正なものとする

生産性向上プログラム（建設）

◎各地方整備局等の許可部局に設置
（Ｈ１９年度）

【調査対象】主に大臣許可業者を対象
・民間工事を含めた建設業法の遵守
・請負契約の適正な取引等幅広い取締

【Ｈ１９年度の状況】
・通報、苦情、相談等の件数 ８１２件
・法令違反疑義情報 ２１１件
・立入調査等の件数 ９５０回
☆下請代金の不払い、未払いや、契約書

面の交付義務違反など下請取引に関する
紛争案件が多い

建設業法令遵守推進本部

第２章 成長力の強化
１．経済成長戦略

② サービス産業・中小企業の生産性向上
重要な業種について、現場の事業者が
将来展望もって取り組めるように「業種別
生産性向上プログラム」を実行

経済財政改革の基本方針
２００８（抄）

元請業者の下請業者へのしわ寄せ等の不
公正な取引慣行を是正し、元請下請関係を
適正なものとする

生産性向上プログラム（建設）
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○ ＩＣＴを活用した建設生産システムの普及の促進【新規】

～電子設計データを用いた革新的な施工の普及促進～（建設施工企画課）

要求額 ３５百万円

・ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した革新的な施工技術（情報化施工）は、

一部の大規模工事において先駆的に導入され、作業速度が向上するなどの効

果をあげている。今後、大規模工事において標準的な施工方法にするととも

に、中小規模工事への普及に向けた課題解決が必要である。このため、建設

（ ）機械の３次元制御技術等のＩＣＴを活用した革新的な施工技術 情報化施工

を普及促進させるための環境を整備する。

＜内 容＞

・情報化施工を実際の工事に適用し、普及させるための情報化施工に対応し

た施工管理基準や設計施工データの標準化等を検討する。また、情報化施工

。 、に対応した施工管理基準類の策定など受発注者間の環境整備を行う さらに

中小規模現場を対象とした情報化施工モデル事業において、情報化施工に対

。応した新たな施工管理基準類の適用性検証などを行う

１．現状と課題
・低い労働生産性（全産業平均の約７割）
・欧米に比べＩＣＴ普及の遅れ

２．対応方針
・ＩＣＴ活用技術の中小規模現場へ普及促進

３．具体な方策
・業種別生産性向上プログラムの実行
『ＩＣＴ技術の普及促進のための環境整備』
・「情報化施工推進戦略（H20.7.31）」を策定
・情報化施工の普及を促進する施工管理基

準類の策定
・中小規模現場でのモデル事業による検証等
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○ 基幹技能者の活用の促進【新規】

（ ）建設市場整備課

要求額 １５百万円

・施工現場で直接生産活動に従事する技能労働者のうち、作業管理・調整能

力を有し、基幹的な業務に従事する基幹技能者の積極的な活用に向けた検

討を行うとともに、基幹技能者及び基幹技能者を活用する企業等が評価さ

れる環境整備を図る。

＜内 容＞

・重層下請構造の建設生産システムにおいて、施工現場の生産性の向上、建

設生産物の品質の確保に関して、基幹技能者を活用することによる効果を整

理し、積極的な活用に向けた検討を行う。

・上記の検討を踏まえて、基幹技能者を確保・育成し、人材の育成に取り組

む企業等が適切に評価される環境整備を図るため、総合評価落札方式におけ

る基幹技能者の評価など、評価・活用手法の検討を行う。

基幹技能者の活用方策の検討

○建設生産物の品質に対する国民の信
頼の揺らぎ

○元請・下請の役割・機能の変化、専門
工事業の管理的業務の増加

○技能労働者の賃金など処遇の低迷

○建設産業において、生産性の向上を図るとともに、品質、コスト、安全
面で 質の高い施工を確保するためには、施工現場で直接生産活動に
従事する技能労働者、とりわけその中核をなす職長等の果たす役割が
重要。

○職長等を中心とした技能労働者の中から、作業管理・調整能力等を有
し、基幹的な業務に従事する者を「基幹技能者」として位置づけ、その
確保・育成・活用を促進（※）することにより、施工現場の生産性の向
上・建設生産物の品質の確保を図る。

○平成９年から民間の資格制度として整備開始。（制度運用団体：21職種28団体、有資格者：29,190名 (H20.3.31現在)）

○平成２０年４月１日建設業法施行規則改正。大臣登録を受けた機関が実施する登録基幹技能者講習の修了者（登
録基幹技能者）については、経営事項審査において加点評価を実施。

基幹技能者の意義・役割

建設生産システムの課題
基幹技能者の積極的な活用に向けた検討

・基幹技能者活用効果の整理 等
基幹技能者の
活用促進

基幹技能者を活用する企業等が評価さ
れる環境の整備

・基幹技能者を確保・育成する企業の評価 等

基幹技能者制度

※業種別生産性向上ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（2008骨太の方針）

基幹技能者

技術者

他の職長等他の職長等

一般の技能者等 一般の技能者等一般の技能者等
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【 】○ 建設資材の価格高騰や調達難によるリスク負担の適正化の推進 新規

（ ）建設市場整備課

要求額 ２０百万円

・資材価格の高騰などに伴うリスク分担の適正化に向けた取引環境の整備を

促進する。

＜内 容＞

・建設資材の価格高騰に対し、公共工事では、単品スライドの適用により価

。 、 、 、格転嫁が図られつつある 一方 民間工事では 特に中小建設業者において

価格転嫁が十分にできず、元請業者や下請業者などに負担がしわ寄せされ、

その収益が圧迫されるおそれがある。

・このため、民間工事の契約における発注者・元請、元請・下請など間のリ

スク分担の現状や、資材価格高騰に伴う対応の実態を調査する。これらをも

とに、適切なリスク分担、資材調達、コスト縮減などの手法について分析検

討を行うとともに、好事例などの情報発信により、民間取引における取引環

境の整備を促進する。

○ 建設業における技能移転のための調査検討【新規】

（建設市場整備課）

要求額 ４５百万円

・開発途上国からの要請に応え、海外の建設技能者に対し、我が国の建設技

能を移転し、国際貢献を積極的に推進する。

＜内 容＞

・技能実習制度の見直しの動きを踏まえつつ、海外からの建設技能実習者へ

の技能移転について、他の企業の模範となる先導的でモデル的な取り組みを

行っている企業等を支援するとともに、労働基準法等の労働関係法の的確な

運用がなされるよう、受入企業等への指導・助言など法令遵守を積極的に推

進する。
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○ 我が国建設業の国際競争力の強化【拡充】

～ＪＡＰＡＮ建設ブランドの海外市場拡大支援～

（国際建設市場室・国際建設推進室）

要求額 １１６百万円

・建設業における海外マーケットの持続的な拡大を受け、基本方針２００８

等を踏まえて、建設業を国際競争力ある成長分野とすべく、我が国建設業の

国際展開への支援を抜本的に強化する。

＜内 容＞

・JAPAN建設ブランドの海外進出・受注促進の面での支援を強化するため、閣

僚等によるトップセールスを、各国建設市場の動向に応じて戦略的に展開す

る。

・海外の建設現場での技術・技能のある人材の確保を支援するため、海外人

材情報プラザ（仮称）を開設する。

・地方・中小の建設業者の海外進出を促進するため、海外事業展開の手順等

をまとめた海外進出ビジョンマニュアルの作成等を行う。

⇒海外建設工事等に必要な技術や
ノウハウを有する人材の安定的な確保

我が国建設業の国際競争力強化（拡充事項）

海外市場調査団派遣や海外事業展開手順
等をまとめた「海外進出ビジョン・マ
ニュアル（仮称）」の策定

海外の事業者、政府関係者等の招聘によ
る我が国中小建設企業の海外展開に資す
る情報等の収集

海外展開に意欲的な中小建設企業の紹介
による技術力・ノウハウ等の売込み

○建設業における海外市場の重要性
・ 我が国建設業の海外受注は、アジア、中東等における極めて大きなイ
ンフラ需要等を背景に拡大しており、07年度は２年連続過去最高額を更
新し、約1.7兆円を記録したところ。

我が国建設業の国際競争力の強化を推進

地方・中小企業の海外進出支援JAPAN建設ブランドの普及への支援

○メードインジャパン戦略展開の必要性
・ 基本方針2008や経済成長戦略大綱において、建設業について、国際
展開を支援し、国際競争力のある成長分野とする（メードインジャパン戦
略）ことが求められている。

新興国等へ産官学合同によるミッション
を派遣し、トップ表敬やセミナーの開催
等を実施

新興市場へのミッション派遣

将来の発注者等に我が国建設業の有する
技術力等の強みを幅広く認知させるため
の国際見本市へのブース出展等の実施

見本市への参加

閣僚等の外国訪問に際し、我が国建設業
の有する技術力等の強みをＰＲ

トップセールスの積極的な展開

効果的な情報収集

戦略的な売込み

建設業の国際展開への人材確保支援

・ 海外での現地労働力として、帰国
する在日外国人研修生等を登録・
ネットワーク化

・ 中小企業の海外展開への即戦力と
して、海外建設・不動産ビジネスＯ
Ｂを登録・ネットワーク化

「海外人材情報プラザ（仮称）」

海外人材情報プラザ

ネットワーク化
外国人研修生海外建設ＯＢ

現場労働力 現場マネジメント

海外進出マニュアルの策定等

⇒JAPAN建設ブランドの普及による
我が国建設業のプレゼンス強化

⇒海外ビジネスのノウハウ等が不足
する地方・中小建設企業を支援
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○ 官民連携による我が国建設技術の海外展開支援事業【新規】

～技術力を軸とした我が国建設業の海外展開促進のための環境づくり～

（国際建設推進室・国際建設市場室）

要求額 ４０百万円

・価格競争力の高い新興国の台頭により、海外建設工事の受注に向けた競争

が激化する中、海外において我が国建設業の強みである技術力がより発揮さ

れ、適切に評価される環境づくりに、官民が連携して取り組み、わが国建設

業のさらなる国際競争力の強化を推進する。

＜内 容＞

・海外建設工事における技術的課題の解決支援のため、これまでに蓄積され

ている人材・経験を有効に活用し、施工業者等への技術支援を行う「海外建

設ホットライン」を設置する。

・海外で通用する建設エンジニア養成のため、国内建設技術者や学生等を対

象とする海外建設工事に必要な技術・ノウハウについてのプログラムを作成

し、公開セミナー等を実施する。

・わが国建設技術の進出環境を改善するため、途上国建設工事の品質管理の

実態調査や、当該国への品質管理改善方策の提案等を行い、途上国事業実施

機関の品質管理能力・意識の向上を図る。

②海外建設事業エンジニアの不足

我が国建設技術の海外展開支援事業

【現状と課題】 【施策の概要】

海外建設工事の競争が激化し、我が国の高い
技術力に期待が高まる一方で、海外建設工事
に精通した建設エンジニアが不足。

途上国の事業実施機関では、建設工事の品質
管理に対する制度や能力・意識等が不足し、
我が国の技術力の十分な発揮に障害。

厳しい自然・社会条件の中、我が国とは異なる
技術基準や希有な工法による施工が必要な
ケースが多発。工事事故や工期延長等も発生。

大学や土木学会等と連携し、国内建設技術者、
学生を対象にした、海外建設エンジニア養成プ
ログラムを検討・提案。

途上国における品質管理の実態について調査
し、品質管理改善方策を当該国に提案。

海外建設工事における不具合事象に対し、施工
業者等への技術支援を行う「海外建設ホットライ
ン」を設置し、技術支援体制を強化。

③途上国の品質管理制度や意識等の不足

①厳しい自然条件等における施工

②海外建設エンジニア養成支援

③途上国品質管理改善事業

①国際建設技術ネットワークの強化

大学への講師派遣、公開セミナー等の開催に
より、海外で通用する建設エンジニアを養成。

我が国に蓄積された人材（専門家、建設業、
ＮＧＯ、研修生等）や経験を活用し、我が国
技術の信頼性を向上。

わ
が
国
建
設
業
の
一
層
の
海
外
展
開
を
促
進

発注者の品質管理能力・意識の向上を図り、
我が国建設技術の進出環境を改善。
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○ 重点的な建設援助の推進【拡充】

（ ）～アフリカ広域道路網の整備推進～ 国際建設推進室

要求額 １３０百万円

・我が国は、２００８年５月のアフリカ開発会議において、対アフリカ向け

ＯＤＡの今後 年間での倍増や広域道路網整備の支援強化を表明した。アフ5
リカ地域の経済成長の加速化に向け、我が国官民が持つ資金・技術・ノウハ

ウを活用し、アフリカ広域道路網整備の促進を図る。

＜内 容＞

・アジアハイウェイ等の国際インフラ整備支援の実績や我が国の高速道路整

備・管理に係る専門的知見・ノウハウを活用し、アフリカ広域道路網整備の

実施手法・体制を検討する。

・さらに、アフリカ諸国やドナー等との「アフリカ道路ドナー会合」の開催

による協力体制の構築を行う。また、日本において、我が国の民間活力の活

用推進のための「アフリカ広域道路網セミナー」を開催する。

１．特に交通インフラを整備することが民間投資を呼び込むには非常に重要。

２．向こう５年のあいだ、交通インフラ分野を中心に40億ドル（約4000億円）の円借款をアフリカに供与。

３．アフリカに対する政府のODAと民間投資を１２年までの５年間でそれぞれ倍増。

アフリカ広域道路網への支援表明（「TICAD Ⅳ（アフリカ開発会議）」（2008年5月横浜））

２．「アフリカ道路２．「アフリカ道路ドナードナー会合」の開催会合」の開催((アフリカにてアフリカにて))

３．「アフリカ広域道路網セミナー」の開催３．「アフリカ広域道路網セミナー」の開催((日本にて日本にて))

・国、高速道路会社、コンサル、ゼネコン、商社等に対し、ドナー
会合、政策対話の結果等を情報提供

・民間等の案件形成における技術的なアドバイス

ODA・民間提案型ODA PPP

・莫大な延長に対
する自己資金の
不足

・多様なドナー間
の調整不足

１．広域１．広域道路網道路網整備の実施手法、体制等の検討整備の実施手法、体制等の検討

・世界銀行、アフリカ開発銀行などのドナーや、 AU
(アフリカ連合)、アフリカ諸国との会合により、協力
体制を構築

資金の確保

・国境地域、山岳部におけるミッシングリンクの存在
・構造基準・規格が不統一
・維持管理・運営を行う主体、資金、技術の欠如

アフリカ広域道路網整備における課題

国際インフラ整備の問題

アフリカ広域道路網整備推進事業

：舗装済

：未舗装・未改良

※国土交通省調べ

＜幹線道路状況凡例＞

：未舗装・改良済

交通インフラ整備の促進 資源開発関連企業等の進出

顔の見える国際協力の推進

官民投資の増加

・「アジアハイウェイ」等のノウハウを活かし、国際インフラ
整備にかかる実施手法、体制等の検討（PPP、アフリカ版
道路公団等）

ﾄﾗﾝｽｱﾌﾘｶﾊｲｳｪｲの整備状況

１．特に交通インフラを整備することが民間投資を呼び込むには非常に重要。

２．向こう５年のあいだ、交通インフラ分野を中心に40億ドル（約4000億円）の円借款をアフリカに供与。

３．アフリカに対する政府のODAと民間投資を１２年までの５年間でそれぞれ倍増。

アフリカ広域道路網への支援表明（「TICAD Ⅳ（アフリカ開発会議）」（2008年5月横浜））

２．「アフリカ道路２．「アフリカ道路ドナードナー会合」の開催会合」の開催((アフリカにてアフリカにて))

３．「アフリカ広域道路網セミナー」の開催３．「アフリカ広域道路網セミナー」の開催((日本にて日本にて))

・国、高速道路会社、コンサル、ゼネコン、商社等に対し、ドナー
会合、政策対話の結果等を情報提供

・民間等の案件形成における技術的なアドバイス

ODA・民間提案型ODA PPP

・莫大な延長に対
する自己資金の
不足

・多様なドナー間
の調整不足

１．広域１．広域道路網道路網整備の実施手法、体制等の検討整備の実施手法、体制等の検討

・世界銀行、アフリカ開発銀行などのドナーや、 AU
(アフリカ連合)、アフリカ諸国との会合により、協力
体制を構築

資金の確保

・国境地域、山岳部におけるミッシングリンクの存在
・構造基準・規格が不統一
・維持管理・運営を行う主体、資金、技術の欠如

アフリカ広域道路網整備における課題

国際インフラ整備の問題

アフリカ広域道路網整備推進事業

：舗装済

：未舗装・未改良

※国土交通省調べ

＜幹線道路状況凡例＞

：未舗装・改良済

：舗装済

：未舗装・未改良

※国土交通省調べ

＜幹線道路状況凡例＞

：未舗装・改良済

交通インフラ整備の促進 資源開発関連企業等の進出

顔の見える国際協力の推進

官民投資の増加

・「アジアハイウェイ」等のノウハウを活かし、国際インフラ
整備にかかる実施手法、体制等の検討（PPP、アフリカ版
道路公団等）

ﾄﾗﾝｽｱﾌﾘｶﾊｲｳｪｲの整備状況
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（３）物流の効率化

○ 多様な関係者の連携による物流効率化促進事業【新規】

（政策統括官物流政策室）

要求額 ２７０百万円

・空港等の物流拠点周辺や都市部など物流がふくそうした地域において、物流

事業者、荷主企業、施設管理者、関係自治体等、物流に係る多様な関係者の

連携による物流効率化の促進を図る取組みを支援する。

＜内 容＞

・多様な関係者が連携し、貨物運送業務の効率化を促進する新たな仕組みを設

けることにより、輸送ルートの集約、配送の共同化、物流施設の混雑状況に

関する情報提供など物流の合理化等に関する取組みを確実に実施するための

環境整備を図り、輸送効率の向上等を通じた物流コストや環境負荷の低減を

実現させて、我が国の成長力の強化等を図る。

多 様 な 関 係 者 の 連 携 に よ る 物 流 効 率 化 促 進 事 業 【 新 規 】  

施設管理者

関係自治体物流事業者

協議会

多様な関係者の連携による物流効率化の取組みを支援

◆「競争力強化」を実現◆「競争力強化」を実現 ◆物流の「環境負荷の低減」の実現◆物流の「環境負荷の低減」の実現

非効率的な物流

物流施設

荷主企業

貨物運送業務効率化計画貨物運送業務効率化計画

貨物運送業務の効率化を促進するため貨物運送業務の効率化を促進するため

の計画の計画

◆貨物運送業務効率化計画に位置◆貨物運送業務効率化計画に位置
付けられる事業の例付けられる事業の例

等等

多様な主体からなる協議会
において、輸送ルートの集
約、配送の共同化等、物流
の効率化の取組み

効率的で環境負荷の小さい物流

物流拠点
輸送ルート
の集約

【具体的施策
の例】

輸送のあり方輸送のあり方
についてのについての
ルール化ルール化

物流施設

新支援制度による支援新支援制度による支援

＜２１年度予算要求事項（新規）＞＜２１年度予算要求事項（新規）＞

■計画策定経費■計画策定経費 （定額）（定額）

--協議会開催費、調査費等協議会開催費、調査費等

■計画に定められた事業に係る経費■計画に定められた事業に係る経費

--実証運行１／２実証運行１／２

--実証運行以外１／２（政令市１／３）実証運行以外１／２（政令市１／３）

混雑混雑
発生発生

物流拠点

物流拠点

【【現状現状】】 【【具体的施策の例具体的施策の例】】

物流施設

・共同輸送の実証運行（調査費、広報・共同輸送の実証運行（調査費、広報

費、共同物流管理センターの運営費、費、共同物流管理センターの運営費、

車両運行費等）車両運行費等）

○輸送ルートの集約○輸送ルートの集約

○輸送ルートに係る混雑状況の情報提供○輸送ルートに係る混雑状況の情報提供

○共通ルールの策定○共通ルールの策定

・配送時間帯や輸送ルート、荷捌きス・配送時間帯や輸送ルート、荷捌きス

ペースの指定等の実証実験（調査費、ペースの指定等の実証実験（調査費、

広報費、荷捌きスペース・駐車場リース広報費、荷捌きスペース・駐車場リース

費用等）費用等）

・混雑状況の情報提供の実証実験（調・混雑状況の情報提供の実証実験（調

査費、広報費、システム開発費、情報査費、広報費、システム開発費、情報

機器リース費用等）機器リース費用等）

燃油費価格の高騰
地球環境問題への関心の高まり

物流の更なる効率化の要請

東アジア物流の準国内化

背 景

燃油費価格の高騰
地球環境問題への関心の高まり

物流の更なる効率化の要請

東アジア物流の準国内化

背 景
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【 】○ 我が国の技術・経験を活かした人流・物流サービスの整備支援 新規

（ ）～知と技による諸外国の人流・物流活性化～ 国際業務室

要求額 １３１百万円

・途上国の経済活性化及び我が国企業の競争力の強化を図るため、我が国の

鉄道・物流・観光分野における優れた技術・経験の途上国等への普及を図

るとともに、戦略的に技術移転を行い、人流・物流サービスの向上に資す

る効果的な支援を行う。

＜内 容＞

、・アジア全体を視野に入れた我が国の企業のサプライチェーン構築にあたり

アジア諸国・地域と共同でボトルネックの解消を検討し、効率的な物流シ

ステムの構築を図るほか、我が国の高速鉄道及び都市鉄道の優位性を広く

、 。アピールし 今後導入を目指している国・地域に対して協力・支援を行う

また、日本人観光客受け入れ体制の向上や観光プロモーション実施を通し

た観光分野における支援を行う。

我が国の技術・経験を活かした人流・物流サービスの整備支援

ﾃﾞﾘｰ・ﾑﾝﾊﾞｲ間
産業大動脈構想

高速鉄道網の建設計画

ｱｼﾞｱ・ｻﾝﾍﾞﾙﾄ構想

東西回廊構想

（ＡＳＥＡＮ・インド）

・インフラ整備に関する便益の検討

・人材育成のためのセミナー・研修

・物流サービス改善方策の検討

物流分野への支援
（ＡＳＥＡＮ・中国等）

・対象国政府との協議・技術者の派遣

・省メンテナンス・環境対策など日本の

鉄道技術全般に関する研修

都市・高速鉄道建設の支援

（アフリカ・ＡＳＥＡＮ等）

・観光マーケティング調査

・観光プロモーション支援

・人材育成のためのセミナー・研修

観光分野への支援

我が国の技術・経験を活かした人流・物流サービスの整備支援

ﾃﾞﾘｰ・ﾑﾝﾊﾞｲ間
産業大動脈構想

高速鉄道網の建設計画

ｱｼﾞｱ・ｻﾝﾍﾞﾙﾄ構想

東西回廊構想東西回廊構想

（ＡＳＥＡＮ・インド）

・インフラ整備に関する便益の検討

・人材育成のためのセミナー・研修

・物流サービス改善方策の検討

物流分野への支援
（ＡＳＥＡＮ・中国等）

・対象国政府との協議・技術者の派遣

・省メンテナンス・環境対策など日本の

鉄道技術全般に関する研修

都市・高速鉄道建設の支援

（アフリカ・ＡＳＥＡＮ等）

・観光マーケティング調査

・観光プロモーション支援

・人材育成のためのセミナー・研修

観光分野への支援

（アフリカ・ＡＳＥＡＮ等）

・観光マーケティング調査

・観光プロモーション支援

・人材育成のためのセミナー・研修

観光分野への支援
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２．安全・安心で豊かな社会づくり

（１）生活者の視点に立った施策の展開

○ 既存住宅ストックの流通市場の環境整備に関するモデル取引調査

【新規】 （不動産業課）

要求額 ８０百万円

・基本方針２００８における「住宅ストックの流動化の促進」等を踏まえ、

住宅履歴書・インスペクション（建物検査）を伴う既存住宅の取引実態の調

査を行い、住宅履歴情報等の普及に向けた課題の整理、適正な市場価格形成

のための評価方法の検討等を行うことにより、住宅履歴書・インスペクショ

ンがデファクトスタンダードとして機能する既存住宅流通市場の環境を整備

する。

＜内 容＞

・都道府県単位の業界団体及び全国的な流通販売会社を数団体選定し、宅建

業者を通じてモデルとなる住宅履歴書及び建物検査を伴う取引事例（約１０

００件）を収集・分析し、既存住宅市場における有効性及び課題の整理、住

宅履歴書等の情報による価格査定の実態把握及びその反映方法の検討等を行

う。

○既存住宅ストックの流通市場の環境整備に関するモデル取引調査（新規）

１．目的・必要性１．目的・必要性

３．効果３．効果

（１）調査対象・方法（１）調査対象・方法

良質な既存住宅が安心安全に取引され、
流通していく市場環境が不可欠
○「住宅履歴書」の整備、保存、引継ぎ
○インスペクション（建物検査）の普及
○適確な価格による取引の透明性向上

２．調査の概要２．調査の概要

（２）具体的な調査内容（２）具体的な調査内容

住生活基本法

長期優良住宅法案（200年住宅法案）

住生活基本計画

「流通市場研究会」中間取りまとめ

今後、社会資本整備審議会不動産部会で
制度改正等の審議を予定

良質な既存住宅が安心安全に取引され、
流通する市場への変革

ストック重視への転換

既存住宅流通のシェアをH27年度に23％（約30万戸）に拡大

住宅履歴書・インスペクションが「デファクトスタンダード」
として機能する市場環境の整備

少子長寿化社会 人口・世帯数の減少

住宅履歴書・インスペクションを伴う約1000件の
取引において、利用上の課題等を整理・分析

① 住宅履歴書・インスペクションの
取引現場における課題整理

② 住宅履歴書・インスペクションの
効果の把握

③ 適正な市場価格形成のための検討(H20.6)

基本方針2008
「住宅ストックの流動化の促進」
「環境負荷の低減等に資する

既存住宅流通市場の整備」
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○ 未完成マンションの重要事項説明における情報提供のあり方に関する

【 】 （ ）調査検討 新規 不動産業課

要求額 ８百万円

・近年急増する大規模タワーマンションの建設に伴い契約から引渡まで長期

化する傾向にある。この間、日照・眺望阻害等購入者心理に影響を及ぼしか

ねない周辺環境等の変化等が生じる例が増加している。こうした情報の提供

の是非やタイミングについて、売主等と購入者の間に認識の差があるため、

引渡後の紛争・トラブルの要因となっている。こうした紛争・トラブルの未

然防止のため、適時適正な情報提供に関するルールを定めるガイドラインを

策定する。

＜内 容＞

・マンション購入者に対してアンケート調査を実施し、契約から引渡までが

長期化することに起因するトラブル事例等の実態を調査するとともに当該問

題に対する業者の対応等についてヒアリング調査を実施し、問題点の体系的

な把握・検討を行い、業者・消費者双方に向けたガイドラインを策定する。

契約から引渡まで
の長期化に起因す
る周辺環境等の変
化が、購入者に情
報提供されない場
合（②が的確になさ
れない場合）、引渡
後、購入物件が①
時点での説明と相
違するものとして紛
争・トラブルの原因
に。

未完成マンションの重要事項説明における情報提供のあり方検討経費

大規模タワーマンション
マンション等購入者

宅地建物取引業者

①近年急増するマン
ションの大型化・高
層化

背景

①
重
要
事
項
説
明

契
約
成
立

引

渡

長期化

紛争・
トラブ

ル
②大規模タワーマ
ンションにおける販
売・契約から引渡ま
で長期化（２～３年
間）

広
告
・
販
売

○周辺環境
の変化

○法令等に
よる制限の
変化等

確
認
・
調
査

②
説
明
の
必
要

不動産市場環境の整備・消費者利益の保護

紛争の未然防止のため
の業者・消費者双方に
向けたガイドラインの作
成

情
報
の
非
対
称
性

情報の非対
称性の解消
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【 】○ 不動産投資市場の安定成長のための不動産投資顧問業務の促進 新規

（ ）不動産業課

要求額 １５百万円

・平成１９年９月の金融商品取引法の施行を受け、同法の投資運用業の登録

要件である総合不動産投資顧問業者の登録が急増している。このような中、

当該業務の普及・適正化を図り、適切な指導監督を行うことで、不動産投資

市場の持続的・安定的な成長を図る。

＜内 容＞

・個人投資家や年金基金等が行っている不動産投資事例について調査し、個

人投資家や年金基金等が不動産投資を一任等するに際しての関心事項を把握

する。あわせて、海外の事例についても実態の把握を行う。

・不動産投資顧問業者における投資家への情報提供のあり方やコンプライア

ンス等の内部管理体制のあり方等について検討を進め、不動産投資顧問業の

業務ガイドラインの作成を検討する。

○金融商品取引法の施行（平成１９年９月）に伴い、投資運用業の登録の要

件とされた総合不動産投資顧問業の登録が急増（登録業者数：H18年度５件

→H１９年度８０件）

○今後、不動産投資の知識・経験が少ない個人投資家や年金基金等の不動

産投資市場への参画を促進するため、投資家への情報提供のあり方やコン

プライアンス等の内部管理体制のあり方等、更なる業務の適正化が必要

個人投資家等による不動産投資事例等の
調査検討

不動産投資顧問業者の
業務ガイドライン作成等の検討

不動産投資市場の安定成長のための不動産投資顧問業務の促進に関する調査検討が必要

調査の内容
個人投資家

年金基金

不
動
産
投
資
市
場

持続的、安定的な成長

不動産投資市場
への参画の促進

総
合
不
動
産

投
資
顧
問
業

安定的
な投資

・業者数が急増
・適正な業務の確保が
課題

背 景

不動産投資市場の安定成長のための不動産投資顧問業務の促進に関する調査検討不動産投資市場の安定成長のための不動産投資顧問業務の促進に関する調査検討
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○ 公共交通における事故発生時の被害者支援のあり方についての

調査研究【新規】 （安心生活政策課）

要求額 ３２百万円

・鉄道、航空等公共交通における事故が発生した場合、事故発生直後におけ

る被害者情報の収集及び窓口としての対応や、加害者である公共交通事業

者との接触に心理的抵抗感の大きい被害者等への支援等について、事故当

事者以外の者も含めた被害者支援のあり方について検討を行う。

＜内 容＞

・事故当事者以外の者が被害者支援を行う必要性、事故発生直後の被害者等

への情報提供、被害者等への精神的支援等のあり方、事故当事者に十分な

補償能力等がない場合の対応等について検討を行う。

公共交通に係る事故被害者支援の充実公共交通に係る事故被害者支援の充実

鉄道事故・航空事故・船舶事故等が発生した場合、

被害者等に対する支援・救済については、一義的には

事故を起こした公共交通事業者により行われている。

現状・課題現状・課題

大規模事故発生時の現場での対応や中小事業

者が事故を起こした場合等、事故当事者以外
の者が行う被害者支援も重要。

ただしただし

平成２０年１０月発足の運輸安全委員会は、中中
立的な事故原因調査機関立的な事故原因調査機関であることが求めら
れるため、被害者支援には一定の制約あり。

事故当事者以外事故当事者以外の者も含めた事故の者も含めた事故被害者支被害者支
援の援の充実に向けて、その充実に向けて、その必要性やあり方につ必要性やあり方につ
いていて検討検討

運輸安全委員会設置に係る設置法一部改正法

案に対する衆議院附帯決議（平成２０年４月１
５日）において、被害者等に対する支援について、
「総合的な施策の推進のために必要な措置を検
討すること」が決議されている。

当事者以外の者
が被害者支援を
行う必要性・支援

の範囲

当事者以外の者当事者以外の者
が被害者支援をが被害者支援を
行う必要性・支援行う必要性・支援

の範囲の範囲

被害者等への
精神的支援等

のあり方

被害者等への被害者等への
精神的支援等精神的支援等

のあり方のあり方
事故当事者に十
分な補償能力等
がない場合の対応

事故当事者に十事故当事者に十
分な補償能力等分な補償能力等
がない場合の対応がない場合の対応

・海外事例の調査
・関係者からの

ヒアリング

・海外事例の調査・海外事例の調査
・関係者からの・関係者からの

ヒアリングヒアリング

事故発生直後の
被害者等への
情報提供

事故発生直後の事故発生直後の
被害者等への被害者等への
情報提供情報提供

検討課題検討課題



- 26 -

○ バリアフリー新法に基づく一体的・総合的なバリアフリー化の推進

【 】 （ ）拡充 安心生活政策課

要求額 ９８百万円

・建築物や公共交通機関などのバリアフリー化や、地域内における一体的・

連続的なバリアフリー化を促進するなど、バリアフリー施策を総合的に展

開することを目的とした「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関

する法律 （バリアフリー新法）が平成１８年１２月から施行された。本」

法の施行を踏まえ、高齢者・障害者をはじめとする誰もが自立できるユニ

バーサルデザインの考え方に基づいたバリアフリー社会を着実に実現する

ための施策を推進する。

＜内 容＞

・バリアフリー新法の普及促進を図るための施策として、新たな制度に基

づく基本構想の作成及び整備困難施設のバリアフリー化の促進、段階的

・継続的な発展（スパイラルアップ）を図るための体制の確立 「心のバ、

リアフリー」社会の実現のための施策の拡充等により、平成２２年のバ

、 。リアフリー化目標達成に向け より一層のバリアフリー化の推進を図る

バリアフリー新法に基づく一体的・総合的なバリアフリー化の推進

ユニバーサルデザインの考え方を踏まえたバリアフリー社会の実現

ハード面での整備と併せて、国民一
人ひとりが、高齢者、障害者等の困難
を自らの問題として認識し、その社会
参加に積極的に協力していくことが極
めて重要であるととらえ、＜心のバリ
アフリー＞を国民の責務として規定。

○バリアフリー教室の開催
○バリアフリーリーダーの育成
○障害者駐車場等の適正利用に

関する調査研究

バリアフリー化に向けた施策の計画・
検証・実行の各段階において、関係者
の参画を図ることにより、持続的・段
階的な発展を目指していくことが重要
であることから、＜スパイラルアップ
＞を国の責務として規定。

○バリアフリー技術規格調査研究
○バリアフリーネットワーク会議

等の開催
○バリアフリー新法の考え方をふ

まえた子育て環境整備のあり方
に関する調査

より一体的・連続的な整備が図られ
るよう、重点整備地区の範囲の拡大、
特定事業の範囲の拡大、当事者参画を
促進するための協議会制度の法定化、
基本構想の提案制度を新たに導入。

○バリアフリープロモーター派遣
○基本構想策定促進セミナーの開催
○バリアフリー新法に対応した基本

構想の改正・策定促進事業

３．心のバリアフリー社会の実現２．スパイラルアップの考え方の導入１．基本構想制度の充実
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（２）安全・安心な地域づくり

○ ストック型社会における社会資本の整備・維持管理・更新のあり方に

【 】 （ ）関する調査検討 新規 政策課

要求額 ４０百万円

・人口減少や高齢化の進展、東アジアの急速な経済成長を始めとする我が国

の経済社会情勢の変化、地方分権改革の進展や厳しい財政状況のもとでの公

共投資の縮小等の動向を十分に踏まえつつ、今後の社会資本整備の重点的、

計画的かつ効率的な推進を図るため、ストック型社会に対応する社会資本の

整備、維持管理や更新のあり方を検討する。

＜内 容＞

・施設の状態を常に点検・診断、致命的欠陥が発現する前に速やかに対策を

講じ、ライフサイクルコストの縮減を図る「予防保全」の考えに立った戦略

的な維持管理の取組事例の収集、その効果の整理・分析等を行いつつ、こう

した新たな取組を反映させた維持管理・更新費の推計を行うとともに、その

他効果的なＰＩ手法の検討など、今後の社会資本整備のあり方の企画・立案

を行うものである。

背景
○人口減少・高齢化の進展、東アジア地域の急速な経済成長 ○大規模地震や気候変動に伴う災害リスクの増大
○厳しい財政状況のもとで社会資本整備への投資の縮小 ○老朽化した社会資本ストックの維持管理・更新需要の増大

経済社会情勢の変化に対応しつつ、経済社会情勢の変化に対応しつつ、国民生活へ多大な影響を及ぼす国民生活へ多大な影響を及ぼす
致命的な損傷を回避するストック型社会への転換に向け、致命的な損傷を回避するストック型社会への転換に向け、今後の社会今後の社会
資本の整備・維持管理・更新のあり方についての早急な検討が必要資本の整備・維持管理・更新のあり方についての早急な検討が必要

○ストック型社会における社会資本の整備・維持管理・更新のあり方に関する調査検討
経費（新規）

ライフサイクルコストの
縮減など、予防保全の考
え方に基づく適切な維持
管理・更新の取組み

民間能力・資金を活

用した維持管理・更
新の取組み、導入
に当たっての課題

今後の社会資本整備の基本的な戦略の企画・立案

新たな取り組みを反映させた維持管理・更新費の
推計の実施 （複数シナリオ） .

【取り組み事例の収集・効果分析など】

○検討フロー（案）

公民連携や
「新たな公」によ
る社会資本整
備手法の課題
の整理

効果的な
PI手法の

検討

予防保全対策を考慮したライフサイクルコスト低減のイメージ

長寿命化を考慮し
た計画的な改築
従来の改築

健

全

度

基準値

使用限界値

機能停止または

事故発生

機能停止または

事故発生

経 過 年 数

費

用

改築費（更新）改築費（更新）改築の従来のイメージ

費

用

改築費（更新）

長寿命化対策 長寿命化対策

計画的な改築のイメージ

長寿命化対策

長寿命化対策

※次期「社会資本重点計画」の中で、分野横断的な重点目標として「戦略的な維持管理や更新の推進」が新たに掲げられる予定。
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○ 運輸安全マネジメント制度の充実・強化【拡充】

（ ）大臣官房運輸安全監理官

要求額 ４９百万円

・国民の日常生活を支え、ひとたび事故等が起きれば大きな被害となる公共

交通等の一層の安全を確保するため、運輸事業者による社内一丸となった

安全管理体制の構築・改善を図る運輸安全マネジメント制度を充実・強化

する。

＜内 容＞

・運輸事業者の安全管理体制の構築・改善を図るため、国がその構築状況を

評価・助言する運輸安全マネジメント制度を強力に推進するとともに、よ

り実効的な評価を行うための職員の力量の向上等を図る。

・また、運輸安全委員会の設置や運輸安全マネジメント制度の本格化による

知見の集積を踏まえ、運輸事業者が事故防止に取り組むための環境の整備

を図る。

運輸安全マネジメント制度の充実・強化

経営・現場間及び部門間の意思疎通・情報共有が不足
経営陣の安全確保に対する関与が不十分

平成１７年に入ってヒューマンエラーが原因と見られる事故等が多発

運輸安全一括法の制定・施行
運輸安全マネジメント制度の開始（平成１８年１０月１日～）

運輸安全マネジメント制度

保 安 監 査

「
車
の
両
輪
」

社長等 経営管理部門

現業実施部門

事
業
者

・運輸安全マネジメント制度の充実
・事業者が事故防止に取り組むための環境の整備

・社内一丸となった安全管理体制の
構築・改善

・事故の未然防止

合理化努力による人員の削減

大量退職による技術力の低下 に直面
燃油等の高騰による経営の圧迫

原因：

全国で約７００社に対して評価を実施
（平成１８年１０月～平成２０年６月末）

国民の日常生活を支える
公共交通等の一層の安全性を確保
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（３）海洋立国の推進

、 、・平成２０年３月に閣議決定された海洋基本計画において 海上輸送の確保

海洋産業の振興、海洋環境の保全、海洋の安全の確保、排他的経済水域等の

開発等の推進、離島の保全など、国土交通省の取り組むべき海洋政策が多岐

にわたり盛り込まれた。総合政策局においても、関係各局の進める施策と一

体となって海洋政策を中長期的展望に立って着実かつ積極的に推進し、四面

環海の我が国における新たな海洋立国を実現する。

我が国の海洋を巡る現状我が国の海洋を巡る現状

総合的な海洋政策が必要総合的な海洋政策が必要

海洋基本法の施行（平成１９年７月２０日）

「新たな海洋立国の実現」を国家戦略と位置付け

内閣に総合海洋政策本部を設置

海洋基本計画の策定（平成２０年３月１８日閣議決定）

海洋政策担当大臣の設置（国土交通大臣が兼務）

エネルギーの約96％、
食料の60％を海外
に依存

領海及び排他的経済水域
の面積（447万km2）は世
界第６位

6,847もの離島
が存在

我が国にとって海は

将来にわたり重要

輸出入取扱貨物量の
99％以上が海上輸送

海岸線の延長
は35,000km

海洋資源の開発及び利用の推進、海洋環境の保全、海洋の安全の確
保など、海洋に関する様々 な課題が相互に関連

我が国の海洋を巡る現状我が国の海洋を巡る現状

総合的な海洋政策が必要総合的な海洋政策が必要

海洋基本法の施行（平成１９年７月２０日）

「新たな海洋立国の実現」を国家戦略と位置付け

内閣に総合海洋政策本部を設置

海洋基本計画の策定（平成２０年３月１８日閣議決定）

海洋政策担当大臣の設置（国土交通大臣が兼務）

総合的な海洋政策が必要総合的な海洋政策が必要

海洋基本法の施行（平成１９年７月２０日）

「新たな海洋立国の実現」を国家戦略と位置付け

内閣に総合海洋政策本部を設置

海洋基本計画の策定（平成２０年３月１８日閣議決定）

海洋政策担当大臣の設置（国土交通大臣が兼務）

エネルギーの約96％、
食料の60％を海外
に依存

領海及び排他的経済水域
の面積（447万km2）は世
界第６位

6,847もの離島
が存在

我が国にとって海は

将来にわたり重要

輸出入取扱貨物量の
99％以上が海上輸送

海岸線の延長
は35,000km

海洋資源の開発及び利用の推進、海洋環境の保全、海洋の安全の確
保など、海洋に関する様々 な課題が相互に関連

新たな海洋立国の実現に向けた取組新たな海洋立国の実現に向けた取組

【ポイント】
我が国経済社会の発展のため、海洋の開発及び利用が必要 （利用する）
持続的利活用のために、海洋環境への配慮や海上の安全確保が必要 （守る）
未解明な部分が多い海洋の適切な利用のために、知見の集積が必要 （知る）
海洋について、国際的協調の下に施策を展開することが必要 （国際協力）

海洋基本法

海洋基本計画の策定

○海洋環境の保全等

○海上輸送の確保
○海洋の安全確保

○海洋調査の推進

○海洋産業の振興及び国際競争力の強化
○沿岸域の総合的管理
○離島の保全等
○国際的な連携の確保及び国際協力の推進 等

政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策

新たな海洋立国の実現に向けた取組新たな海洋立国の実現に向けた取組

【ポイント】
我が国経済社会の発展のため、海洋の開発及び利用が必要 （利用する）
持続的利活用のために、海洋環境への配慮や海上の安全確保が必要 （守る）
未解明な部分が多い海洋の適切な利用のために、知見の集積が必要 （知る）
海洋について、国際的協調の下に施策を展開することが必要 （国際協力）

海洋基本法

海洋基本計画の策定

新たな海洋立国の実現に向けた取組新たな海洋立国の実現に向けた取組

【ポイント】
我が国経済社会の発展のため、海洋の開発及び利用が必要 （利用する）
持続的利活用のために、海洋環境への配慮や海上の安全確保が必要 （守る）
未解明な部分が多い海洋の適切な利用のために、知見の集積が必要 （知る）
海洋について、国際的協調の下に施策を展開することが必要 （国際協力）

海洋基本法

海洋基本計画の策定

○海洋環境の保全等

○海上輸送の確保
○海洋の安全確保

○海洋調査の推進

○海洋産業の振興及び国際競争力の強化
○沿岸域の総合的管理
○離島の保全等
○国際的な連携の確保及び国際協力の推進 等

政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策
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○ 海洋管理のための離島施策の新たな展開【拡充】

（ ）海洋政策課

要求額 ９百万円

・広大な管轄海域を設定する根拠の一部となるなど重要な役割を担う国境離

島について、海洋政策推進上の位置付けを明確化し、海洋管理のための保

新たな海洋立国の実現

１．安定的な海上輸送の確保

国土交通省の主要施策

○日本籍船、日本人船員の増加を図るための総合対策

○スーパー中枢港湾プロジェクトの充実・深化

○ＡＩＳを活用した海上交通センター機能の強化等

○ふくそう海域での事故半減をめざすＩＣＴを活用した新たな安全システムの構築

○マラッカ・シンガポール海峡航行安全対策

○安全・安心な海の実現に向けた海上保安体制の充実強化
（巡視船艇・航空機等の緊急整備、巡視船艇・航空機運航経費の確保、巡視艇の複数クルー制拡充）

○津波・高潮危機管理対策緊急事業の拡充
（観測施設の整備など情報基盤整備の推進及び局所的な堤防等未整備箇所の解消）

２．海洋の安全の確保

３．離島の保全等

○海洋管理のための離島施策の新たな展開

○離島における活動拠点の整備

○沖ノ鳥島の管理・保全の充実と利活用策の検討

○離島地域・奄美群島・小笠原諸島の振興
（社会資本整備、島づくり地方再生推進調査、離島生活モニター調査等）

○離島航路補助制度の改革

４．海洋調査の推進

○海洋調査の推進及び海洋情報の一元化

○地球温暖化に関する観測・監視体制の強化

５．海洋環境の保全等

○クール･シッピングの推進（海運におけるCO2排出削減）
（海洋環境イニシアティブ、スーパーエコシップの普及支援）

○漂流・漂着ゴミ対策の推進

○気候変動に適応した総合的な土砂管理の取組の推進

○海洋に流入する汚濁負荷の下水道による削減

○海洋・沿岸域に係る計画策定等の推進

～経済活動や国民生活の水準の維持向上のために～

～平和と安全の確保及び自然災害への対策のために～

～広大な管轄海域とその安全・利用・環境等のために～

～海洋状況把握・変化予測や海洋の資源・産業・環境保全等のために～

～海洋の恵沢を持続的に亨受し続けていくために～

※各施策の予算要求額については、別途とりまとめ。

新たな海洋立国の実現

１．安定的な海上輸送の確保

国土交通省の主要施策

○日本籍船、日本人船員の増加を図るための総合対策

○スーパー中枢港湾プロジェクトの充実・深化

○ＡＩＳを活用した海上交通センター機能の強化等

○ふくそう海域での事故半減をめざすＩＣＴを活用した新たな安全システムの構築

○マラッカ・シンガポール海峡航行安全対策

○安全・安心な海の実現に向けた海上保安体制の充実強化
（巡視船艇・航空機等の緊急整備、巡視船艇・航空機運航経費の確保、巡視艇の複数クルー制拡充）

○津波・高潮危機管理対策緊急事業の拡充
（観測施設の整備など情報基盤整備の推進及び局所的な堤防等未整備箇所の解消）

２．海洋の安全の確保

３．離島の保全等

○海洋管理のための離島施策の新たな展開

○離島における活動拠点の整備

○沖ノ鳥島の管理・保全の充実と利活用策の検討

○離島地域・奄美群島・小笠原諸島の振興
（社会資本整備、島づくり地方再生推進調査、離島生活モニター調査等）

○離島航路補助制度の改革

４．海洋調査の推進

○海洋調査の推進及び海洋情報の一元化

○地球温暖化に関する観測・監視体制の強化

５．海洋環境の保全等

○クール･シッピングの推進（海運におけるCO2排出削減）
（海洋環境イニシアティブ、スーパーエコシップの普及支援）

○漂流・漂着ゴミ対策の推進

○気候変動に適応した総合的な土砂管理の取組の推進

○海洋に流入する汚濁負荷の下水道による削減

○海洋・沿岸域に係る計画策定等の推進

～経済活動や国民生活の水準の維持向上のために～

～平和と安全の確保及び自然災害への対策のために～

～広大な管轄海域とその安全・利用・環境等のために～

～海洋状況把握・変化予測や海洋の資源・産業・環境保全等のために～

～海洋の恵沢を持続的に亨受し続けていくために～

※各施策の予算要求額については、別途とりまとめ。
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全、管理、利活用に関するあり方を検討し、国土交通行政に適切に反映さ

せる。

＜内 容＞

・管轄海域の設定の根拠、海上の安全の確保、海洋資源の開発・利用の活動

拠点、周辺海域の環境保全等、海洋管理のための離島の保全、管理、利活

用のあり方について、有識者からなる検討委員会を設けて検討を行う。

○ 海洋汚染防止のための予防的な対策の充実強化【新規】

（ ）海洋政策課

要求額 ７百万円

・船舶から排出される油、有害物質等による海洋汚染を防止し、海洋環境へ

の負荷の低減、貴重な海洋環境の保護を図るため、特に保護が必要な脆弱

な海域（特別敏感海域）の設定、船舶の航行規制制度の導入について、海

洋汚染防止のための予防的な対策としての効果を検証し、我が国における

設定・導入を検討する。

＜内 容＞

・船舶航行調査等の実態調査等を行うとともに、学識経験者、関係省庁、海

運事業者等から構成される検討委員会を設置し、海洋汚染防止のための予

防的な対策を講じるべき海域の設定の具体化に向けた検討を行う。

○ 船舶に起因する大気汚染防止に関する国際的な規制制度導入のための

【 】 （ ）調査研究 新規 海洋政策課

要求額 ５百万円

・船舶起因の大気汚染を防止し、環境への負荷を低減させるため、排出規制

水域の設定について、大気汚染防止のための予防的な対策としての効果を

検証し、我が国における導入を検討する。

＜内 容＞

・船舶のふくそうする海域を中心に、燃料油等の現況調査、船舶からの排出

ガス、海域の航行パターン等の実態調査、汚染防止のための規制の効果検

証等を行い、上乗せ規制が認められる排出規制水域（ＥＣＡ）として認め

られる可能性のある海域の設定について検討する。
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○ ふくそう海域での事故半減をめざすＩＣＴを活用した新たな安全

システムの構築【新規】 （技術安全課）

要求額 ３５百万円

・ふくそう海域における海難事故を半減させるなど船舶交通の安全性及び利

便性向上を図る。

＜内 容＞

・船舶自動識別装置（ＡＩＳ）の情報伝達機能を活用し、海難発生状況、気

象情報、航路標識、航行制限水域、海上障害物等の船舶の航行の安全に関

する情報や、港湾等の関係情報を「何時でも、誰でも一目で分かるように

提供するシステム」の技術開発を行う。

安 全 性 ・利 便 性 の 向 上

操 船 者 が 必 要 と す る 情 報 （最 適 な 航 路 、 緊 急 災 害 情 報 、 航 路 混 雑 状 況 、
港 湾 （目 的 地 ）の 状 況 等 ）へ の ア ク セ ス が 常 時 可 能

複 数 言 語 （選 択 ）表 示 に よ り 外 国 船 員 の 情 報 の 認 識 度 を 向 上

Ａ ＩＳ、レーダー、海図等 の複 数 の情 報を統合 して分 かりやすく表 示

東 京 湾 等 の ふ くそ う 海 域 等 で の 海 難 や 大 型 船 と 小 型 船 と が 絡 む 海 難 な ど が 多 発
船 舶 へ の 航 行 支 援 情 報 の 提 供 の 限 界 （ア ナ ロ グ ）
不 慣 れ な 船 員 に 対 す る 分 か り 易 い 情 報 の 提 供

現 状 ・課 題

海 域 支 援

安 全 情 報

気 象 情 報

特 定 航 法

潮 流 情 報

他 海 域

備 讃 瀬 戸

釣 島 水 道

そ の 他 海 域

G

G

R

R

G

今 治 船 舶 通 航 信 号 所

1000 Ｎ ５現 在 風 向 風 速 ｍ /s

視 程

2000m

潮 流 情 報

流 向

流 速

傾 向

Ｎ

３

↓

通 航 区 分 表 示

潮 流 情 報

イ メ ー ジ 図

仮 想 航 路 標 識 に よ る 航 路 明 示G
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３．地球環境時代に対応したくらしづくり

、 、 、・我が国の環境政策をめぐっては 地球温暖化の危機 資源の浪費による危機

生態系の危機等地球規模の問題が深刻化しており、低炭素社会、自然共生社

会、循環型社会の３つの社会を統合的に構築することにより、持続可能な社

会を実現することが求められている。国土交通省としても、こうした課題に

取り組むべく、環境と経済・社会の統合的向上、総合性・連携性の重視、人

や企業の行動への働きかけ、面的広がり・時間的広がりの視点の重視を基本

とした施策を実施することにより、地球環境時代に対応したくらしづくりを

推進する。

地球環境時代に対応したくらしづくり

２．温暖化に対応した社会の骨格づくり

３．負の遺産の一掃と健全な国土に向けた取組
３－１ 水質汚染対策

３－２ 大気質対策・騒音対策

３－３ ヒートアイランド対策

３－４ 水循環系の再構築

３－７ 環境に配慮した事業計画・実施

３－５ 自然共生と生物多様性の保全

３－６ 海洋・沿岸域環境の保全・再生

５．地球環境時代の技術開発・国際貢献

５－１ 技術開発の推進・支援

５－２ 調査・観測・分析・情報提供の推進

５－３ 交通分野の国際貢献

５－５ 海洋・沿岸域分野の国際貢献

１－１ 環境に配慮したまちづくり・公共交通
１－２ 自動車単体対策
１－３ 交通流対策
１－４ 物流の効率化

１－５ 住宅・建築物の省エネ性能の向上

１－６ 下水道施設における対策

１－７ 温室効果ガス吸収源対策

１－８ 新エネルギー・新技術の活用等による先導的取組

４．環境を優先した選択の支援・促進

４－１ ライフスタイル・ビジネススタイルの変革

４－２ 循環型の経済社会システムの構築

２－１ 低炭素型の都市・地域づくり

２－２ 低炭素型の交通・物流システムの構築

２－３ 気候変動への適応策

５－４ 水分野の国際貢献

● 環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）モデル事業の分析
及び有効性の検証に係る調査

● 自然と共生する社会資本の形成促進

● 温室効果ガス削減に関する新たな環境事業モデル
の調査検討

● 運輸分野における国内排出量取引制度導入可能性

等に関する調査

● 建設機械施工における環境保全対策の推進

● 建設分野における循環型社会形成の推進

● 建設環境技術の海外普及事業

● 気候変動・グローバルマッピングパートナー
シップ事業

● 交通分野における地球環境・エネルギー対策
に関する国際連携の強化

● アジア諸国における交通グリーン化推進事業

総合政策局２１年度予算要求事項今後推進すべき環境政策の「５つの柱」
（国土交通省「環境行動計画２００８」より）

１．京都議定書の目標達成に向けた取組

地球環境時代に対応したくらしづくり
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（１）温暖化対策や健全な国土に向けた取組

○ 環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）モデル事業の分析及び有効性の

検証に係る調査【新規】 （環境政策課）

要求額 ７百万円

・運輸部門の二酸化炭素排出を抑制するため、自動車よりも環境に優しい移

動手段である公共交通機関や自転車などが活用される仕組みづくりにより

「環境的に持続可能な交通（ 」のEST:Environmentally Sustainable Transport）
実現を目指す自発的な地域を支援し、ＥＳＴを全国規模で普及展開する。

＜内 容＞

・平成１６年度から１８年度にかけて選定した全国２７地域のＥＳＴモデル

事業が、平成２１年度に終了するに当たり、これまでのＥＳＴモデル事業

で実施した具体的施策とその成果について分析を行い、効果的なＥＳＴの

取組み方について情報発信していく。

環境的に持続可能な交通（EST）の普及展開

具体的施策とその結果の詳細調査

成果のとりまとめ及びその分析、検証

施策の有効性の検証

地域の特色を活かしたESTの実現に取り組む自発的な地域に対し関係省庁（国土交通

省、環境省、警察庁）が連携して支援するとともに、蓄積した情報を発信

ESTモデル事業の成果の有効活用

ESTデータベース構築

○京都議定書目標達成計画（平成20年3月28日全部改定）

公共交通機関の利用促進

地域の特色を活かしたESTの全国への普及展開

○交通分野における地球環境・エネルギー

に関する大臣会合（MEET） 本年10月於東京

国際的にESTを推進

【地域】

1. 札幌市

2. 仙台市

3. 柏市・流山市

・

・

25. 和泉市

26. 神戸市

27. 松江市

【施策例】

・ モビリティ・マネジメント

・ 公共交通機関の利用促進

・ 自動車交通流の円滑化

・ 低公害車の導入

・ 歩行者・自転車対策

・ 集約型都市構造

・ 自動車利用の抑制

・ 普及啓発

ESTモデル事業

【地域】

1. 札幌市

2. 仙台市

3. 柏市・流山市

・

・

25. 和泉市

26. 神戸市

27. 松江市

【施策例】

・ モビリティ・マネジメント

・ 公共交通機関の利用促進

・ 自動車交通流の円滑化

・ 低公害車の導入

・ 歩行者・自転車対策

・ 集約型都市構造

・ 自動車利用の抑制

・ 普及啓発

ESTモデル事業
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○ 自然と共生する社会資本の形成促進【新規】

（環境政策課）

要求額 ２０百万円

・社会資本分野における自然共生に関する取組を強化することで、良好な自

然環境の構築による自然の恵みを将来にわたって享受できる自然共生社会を

構築する。

＜内 容＞

・ 第三次生物多様性国家戦略 （平成１９年１１月閣議決定）等が目指す自「 」

然と共生した持続可能な社会の構築に貢献するために、これまで社会資本分

野で行われてきた自然共生に関する先進的な取組の総合的な調査等を実施

し、その成果を生物多様性条約第１０回締約国会議（ＣＯＰ１０）の名古屋

開催に合わせて広く国内外に向けて発信することにより、自然共生型の社会

資本形成を促進する。

自然と共生する社会資本形成の促進
～ 自然共生社会の構築に向けて ～

生物多様性条約
採択 Ｈ４
発効 Ｈ５

第三次生物多様性
国家戦略

(Ｈ19.11閣議決定)

生物多様性基本法
(議員立法、Ｈ20.5成立)

生物多様性ＣＯＰ１０
（Ｈ22.10名古屋で開催）

我が国の動き

21世紀にふさわしい社会資本
形成のあり方を総括・国内外に

発信する絶好のタイミング

世界に誇れる自然共生型
社会資本形成の促進

気候変動枠組
条約と同時期
に国連で採択

開催国として我が国
のリーダーシップ

自然の恵みを将来
にわたって享受でき
る「自然共生社会」
の構築を目指す施

策群を規定

生物多様性保全に関する
総合的な施策を実施する

国の責務を規定

○先進的な取組事例の分析、
自然と共生する社会資本形
成のあり方を検討

○社会資本の自然共生の取組
みについて国内外へ広く発信
（ＣＯＰ10に合わせたシンポジ
ウムの開催）

背 景

取組内容

自然と共生する社会資本形成の促進
～ 自然共生社会の構築に向けて ～

生物多様性条約
採択 Ｈ４
発効 Ｈ５

第三次生物多様性
国家戦略

(Ｈ19.11閣議決定)

生物多様性基本法
(議員立法、Ｈ20.5成立)

生物多様性ＣＯＰ１０
（Ｈ22.10名古屋で開催）

我が国の動き

生物多様性条約
採択 Ｈ４
発効 Ｈ５

第三次生物多様性
国家戦略

(Ｈ19.11閣議決定)

生物多様性基本法
(議員立法、Ｈ20.5成立)

生物多様性ＣＯＰ１０
（Ｈ22.10名古屋で開催）

我が国の動き

21世紀にふさわしい社会資本
形成のあり方を総括・国内外に

発信する絶好のタイミング

世界に誇れる自然共生型
社会資本形成の促進

気候変動枠組
条約と同時期
に国連で採択

開催国として我が国
のリーダーシップ

自然の恵みを将来
にわたって享受でき
る「自然共生社会」
の構築を目指す施

策群を規定

生物多様性保全に関する
総合的な施策を実施する

国の責務を規定

○先進的な取組事例の分析、
自然と共生する社会資本形
成のあり方を検討

○社会資本の自然共生の取組
みについて国内外へ広く発信
（ＣＯＰ10に合わせたシンポジ
ウムの開催）

背 景

取組内容
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（２）環境を優先した選択の支援・促進

○ 温室効果ガス削減に関する新たな環境事業モデルの調査検討【新規】

（ ）環境政策課

要求額 ４０百万円

・地域や国民の取組を支援する観点から、民間事業者等の連携による温室効

果ガス削減努力を掘り起こし、人や企業の行動原理の変革に働きかける取組

を広めることを通じて 「低炭素社会づくり行動計画 （平成２０年７月閣議、 」

決定）が目指す先進技術の普及や国全体を低炭素化へ動かす仕組み等につな

げ、地球温暖化対策を着実に推進する。

＜内 容＞

・温室効果ガス削減に効果の高い経済活動上の先進的提案（事業モデル）を

募集し、有識者委員会による検証・分析を通じて選定された提案の更なる検

討に対して支援を行うとともに、フォローアップを実施する。

・その結果、温室効果ガスの削減効果、人や企業の行動原理に働きかける効

果に優れるなど 「国土交通省環境行動計画２００８」実現への寄与度が高、

く、先進的な成果が見込まれる提案については、各部局等横断的な連携によ

、 。る支援や環境事業モデルとしての推奨により 事業化及び普及促進等を図る

ＮＰＯ等
有識者（外部有識者（外部

専門家）委員会専門家）委員会

＜提案事業モデル例＞
○民間事業者等の連携による資材や廃棄物等の輸送から発生するＣＯ２を削減するモデル
○エコポイント等を活用した自転車・公共交通機関利用を促進する低炭素型交通モデル

温室効果ガス削減効果の検証等
環境事業モデルの普及促進・推奨

推奨制度
の創設

人や企業の行
動原理の変革

民間事業者等の連携による先進的な温室効果ガス削減努力を掘り起こし、人や企業
の行動原理の変革につながる取組を広める

低炭素ブランド化の支援

建設事業者 運輸事業者

関係民間事業者

不動産事業者 下水道事業者

温室効果ガス削減に関する新たな環境事業モデルの創出
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【 】○運輸分野における国内排出量取引制度導入可能性等に関する調査 新規

（環境政策課）

要求額 ８百万円

・ 国内排出量取引制度」の本格的な導入に向け、諸外国の事例を調査する「

こと等により、我が国の運輸分野における制度導入可能性等最適な取り扱

いを検討する。

＜内 容＞

・ 低炭素社会づくり行動計画 （平成２０年７月閣議決定）に基づき、平成「 」

２０年秋より我が国において国内排出量取引制度が試行的に導入されるこ

ととなっており、今後の本格的な導入に向けて、運輸分野の最適な取り扱

いを検討することが求められている。このため、既に運輸分野での排出量

取引制度を実施又は検討している諸外国の事例を調査するとともに、国内

に適用する場合の課題を整理することで、今後の戦略的な対応を進める。

運輸分野における国内排出量取引制度導入可能性等に関する調査運輸分野における国内排出量取引制度導入可能性等に関する調査

排
出
枠

実
排
出
量

自らの削減量

企業Bから
購入した
排出枠

排
出
枠

不必要になり企業Aに

売却される排出枠

自
ら
の
削
減
量

実
排
出
量企業A 企業B

•概要調査

–運輸分野における国内制度の課題整理

–運輸分野における海外の制度の調査

–排出量取引に関連する共同実施（ＪＩ）、

クリーン開発メカニズム（ＣＤＭ）等の

動向調査

•運輸分野における排出取引制度導入の検討

–対象事業者の検討

–割り当て方法の検討

–検証方法の検討

–最適な国内制度の検討

• 国内排出量取引制度等に対する運輸分

野の戦略的対応

• 国際的な排出量取引制度等に対する運輸

分野の戦略的対応

「排出量取引」とは、CO２に価格をつけ、市場メカ

ニズムにより、温室効果ガスの削減を図る制度

低炭素社会づくり行動計画（平成２０年７月）
平成２０年秋から国内統合市場の試行的排出量取引制
度の開始。

欧州連合（平成２０年７月）
域内を離発着する航空機に対して、排出量取引制度を
平成２４年から導入予定。域内に入出港する船舶に対し
て、排出量取引制度の導入を検討。

そのほか、国内排出量取引制度について、ニュージーラ
ンド（平成２０年予定）、カナダ（平成２２年）、豪州（平成２
２年）、米国（州レベル平成２１年）が導入予定。

国内

海外
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○ 建設機械施工における環境保全対策の推進【新規】

（建設施工企画課）

要求額 ４０百万円

・地球温暖化対策として建設機械から排出される温室効果ガスの大幅な削減

を目指し、建設機械の燃費低減に係る技術要素の普及促進を図る。

・ 、 等の人体に有害な排出ガスについて、建設機械における更なる低NOx PM
。減を目的とした次期基準値による排出ガス規制が 年に開始予定である2014

この基準値を達成していくために不可欠となる新たな技術要素について、技

術基準を整備する。

＜内 容＞

・地球温暖化対策の推進のため、世界に先駆けて建設機械の燃費目標値を設

定し、あわせて、目標を達成した機械を「低燃費型建設機械」として積極的

に活用する制度を創設する。更にハイブリッド型建設機械の普及を目的とし

て、フィールド試験による 削減効果の検証や、適切な評価手法の検討CO2
を行う。

・次期排出ガス規制を円滑に実施するため、ハイブリッド型建設機械等の新

たな技術についてフィールド試験を実施し、特性や効果の検証を行い、排出

ガス対策に係る技術基準の検討を行う。

地球温暖化対策(CO2削減)

1997年：京都議定書（－６％ 1990年→2010年）

○低燃費型建設機械の普及促進
・燃費目標値の検討（世界初）
・目標値を達成した機械を積極活用する制度創設

○新たな技術に関する適切な評価と普及促進
・ハイブリッド型建設機械の効果検証

及び適切な評価手法の検討

2008年：洞爺湖サミット および Cool Earth推進構想

（-50%以上 2050年まで）

☆今後、建設機械の燃費の大幅改善が必要
【建設機械によるCO2年間排出量：

1,100万t（国内総排出量の約1%）】

排出ガス対策(NOx,PM対策)

☆次期規制基準値は非常に厳しく、新技術導入が不可欠。

2006年10月：オフロード法 排出ガス規制開始
2008年１月：中環審９次答申

次期規制基準の決定（2011年、2014年の2段階）

○次期基準値による排出ガス規制の円滑な実施

施工環境の向上・外部コストの縮減施工環境の向上・外部コストの縮減 （日本の環境技術力の向上）（日本の環境技術力の向上）

○20万トン削減［2002→2010年,京都議定書］
○将来の大幅削減 ［ポスト京都］
(ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ型建機：従来機に比べ25～50% CO2削減)

○規制強化に向けた技術基準の整備
・ハイブリッド型建設機械等新たな技術の特性や効果の検証

○使用過程車における排出ガス対策
・適正燃料使用の徹底方策の検討
・点検整備項目の検討

施施 策策 のの 概概 要要

0
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0.1

0.15

0.2
PM規制値(130kW～560kW)

現行規制（0.17）

2011年規制（0.02）

2014年規制は変更なし

約９割削減
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NOx規制値(130kW～560kW)

現行規制（3.6）

2011年規制（2.0）

2014年規制（0.4）

約９割削減

背景

施策

背景

施策

効果
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○ 建設分野における循環型社会の形成推進【新規】

（ ）事業総括調整官・建設業課

要求額 ４０百万円

・建設リサイクルの更なる推進を図るため、建設廃棄物の再資源化率の数値

目標等を掲げた「建設リサイクル推進計画２００８」に基づく、課題検討や

仕組みづくりを実施するとともに、建設リサイクル法の施行状況の評価・検

。討を踏まえた同法基本方針の改定に係る検討を実施するものである

＜内 容＞

・建設副産物の再資源化・適正処理・製品化までの各段階での情報の追跡・

提供等の方策の検討及び地域内での循環型処理を実現するための建設副産物

の需給状況に関する情報収集・情報発信の仕組みについての検討を実施す

る。また、 など環境負荷の少ないリサイクルの実現に向けて、リサイCO2
クルによる環境負荷低減効果の簡便な算定手法の開発を行う。

・建設リサイクル法の施行状況の評価・検討を踏まえて、建設リサイクル法

、 。基本方針において改定すべき内容について 外部委員会を開催し検討を行う

９０８７８５８０．１建設発生土（有効利用率）

９４以上９４９３９２．２建設廃棄物全体（再資源化・縮減率）

H27目標H24目標H22目標H17実績主要な目標値（％）

H 2 5 H 2 6 H 2 8 以 降

点 検 点 検 点 検 点 検

建 設 副 産 物 実 態 調 査

公 表 公 表 公 表 公 表

H 2 7H 2 4H 2 0 H 2 1 H 2 2 H 2 3

建 設 リ サ イ ク ル 推 進 計 画 ２ ０ ０ ８

計 画 の 見 直 し

実 施 実 施 実 施

新 た な 推 進 計 画

中 間 目 標 目 標 値

目 標 値 の フ ォ ロ ー ア ッ プ 目 標 値 の 見 直 し

実 施

目 標 値

建設リサイクル推進計画２００８の概要

１．数値目標の設定

２．具体的施策の提示

３．フォローアップ実施

◆ 建 設 発 生 木 材 、建 設 汚 泥 、建 設 混 合 廃 棄 物 、建 設
発 生 土 ）に 注 力

◆ 規 制 的 手 法 に 加 え 、民 間 の 創 造 的 取 り 組 み を 推 進
◆ 他 の 環 境 分 野 と の 統 合 的 展 開 を 意 識
◆ 発 生 抑 制 に つ い て よ り 具 体 的 な 取 組 を 開 始

施策のポイント
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（３）地球環境時代の技術開発・国際貢献

○ 建設環境技術の海外普及事業【新規】

（ 、 ）国際建設推進室 国際建設市場室

要求額 ３０百万円

・我が国の優れた建設環境技術が、気候変動の緩和・適応策、都市環境改善

等に高い実効性を発揮することを海外において実際に示すことにより、これ

ら技術の海外普及を推進し、もって我が国建設業の国際競争力強化を図る。

＜内 容＞

・我が国の優れた建設環境技術（環境配慮型の舗装、海面上昇対策技術、緑

化、水質浄化技術等）の中で、新興国、途上国等の実情に即しつつ、市場動

向も踏まえた上で、普及可能性のある技術に関する情報を収集、審査、整理

。 、する 特に効果的と思われる技術については実際に現地で試験施工等を行い

その効果を実証・ＰＲするとともに、セミナー等を通じて普及を図る。本事

業は、トップセールス、見本市への参加などの売り込み活動との戦略的連携

のもと実施する。

Ⅰ 我が国建設業の国際競争力強化
グローバル化の進展の中で世界との競争に打ち勝つため、我が国建設業の「高い技術力・ノウハウ

等の強みをいかした国際展開等に向けた取組」への支援を推進【経済成長戦略大綱（平成20年6月
27日改定）】

途上国の気候変動の緩和・適応策の支援を推進【G8北海道洞爺湖サミット首脳宣言】

Ⅱ 地球環境問題への対処

建設環境技術の普及強化

①優れた環境・省エネ技術の収集、審査、整理。
②特に効果的な技術等につき、海外で試験施工

し、モニタリング等により実証・PR。
③海外及び国内でのセミナー開催等により、普及、

売り込みを実施。

技術例

背景

トップセールス、見本市への参加などの売り込み活動との戦略的連携

【小島嶼国等対象】環境に配慮した海面上昇対策技術
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【都市化の進む新興国等対象】省エネ住宅、屋上緑化、
透水性舗装技術、下水処理水の再利用、ITS等

《事業の流れ》

《屋上緑化技術》

建設環境技術海外普及事業建設環境技術海外普及事業

Ⅰ 我が国建設業の国際競争力強化
グローバル化の進展の中で世界との競争に打ち勝つため、我が国建設業の「高い技術力・ノウハウ

等の強みをいかした国際展開等に向けた取組」への支援を推進【経済成長戦略大綱（平成20年6月
27日改定）】

途上国の気候変動の緩和・適応策の支援を推進【G8北海道洞爺湖サミット首脳宣言】

Ⅱ 地球環境問題への対処

建設環境技術の普及強化

①優れた環境・省エネ技術の収集、審査、整理。
②特に効果的な技術等につき、海外で試験施工

し、モニタリング等により実証・PR。
③海外及び国内でのセミナー開催等により、普及、

売り込みを実施。

技術例

背景

トップセールス、見本市への参加などの売り込み活動との戦略的連携

【小島嶼国等対象】環境に配慮した海面上昇対策技術
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【都市化の進む新興国等対象】省エネ住宅、屋上緑化、
透水性舗装技術、下水処理水の再利用、ITS等

《事業の流れ》

《屋上緑化技術》

建設環境技術海外普及事業建設環境技術海外普及事業
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○ 気候変動・グローバルマッピングパートナーシップ事業【拡充】

（国際建設推進室）

要求額 ２３百万円

2008・気候変動により 海面上昇 洪水被害等の被害が頻発・激甚化している、 、 。

年 月の 北海道洞爺湖サミットの共同宣言を受け、気候変動の悪影響に7 G8
特に脆弱である途上国への支援を強化するため、我が国の優れた建設環境技

術の技術移転及び利活用、並びに地球地図のグローバルスタンダード化

を推進する。これにより、基本方針 に示されたとおり、地球規模の2008
課題に対しリーダーシップを発揮する。

＜内 容＞

・我が国の技術を活用し、気候変動に伴い深刻な被害が想定されるモデル国

の対策案を作成し、ワークショップにおいて同様の課題を持つ途上国に紹介

する。

・また、地球環境の現況や変化を統一様式で表す地球地図について、全球陸

域データが概成することを踏まえ、国際機関の気候変動の緩和・適応策に関

する議論や政策決定過程における利用を促進するとともに、インターネット

上で誰もが簡単に利用できるツールを試作する。

途上国の気候変動対策等を強力に支援

気候変動・グローバルマッピングパートナーシップ事業気候変動・グローバルマッピングパートナーシップ事業

海面上昇、洪水被害等の気候変動の悪影響に脆弱な途上国は、深刻な被害を受けており、資金面のほか、
技術や能力開発について早急な支援が必要である。そこで、我が国の優れた建設環境技術を移転するととも
に、地球地図のグローバルスタンダード化を推進し、気候変動問題等の対策を強力に支援する。

２．２．《《気候変動気候変動WSWS開催開催》》
多国間の実務者レベルを対象に、

関係諸国の気候変動対策の立案能力の向上

○気候変動対策における具体的な行動について検討

○特に被害が深刻なモデル国の対策案の紹介

○上記に関する意見交換

１．１．《《気候変動対策の技術移転気候変動対策の技術移転》》
気候変動による被害が特に深刻なモデル国を選定し、

○現地調査により、支援ニーズの把握

○気候変動対策に基づく案件形成

○想定被害に対する気候変動対策の提案

モデル国における気候変動分野の技術移転の推進

【気候変動対策における建設環境技術の普及促進】（新規）

・国際機関（COP等）との連携を強化し、地球環境問題等の検討における基礎資料としての利用を推進

・インターネット上で誰もが簡単に利用できるツールを試作

【地球地図のグローバルスタンダード化の推進】（拡充）
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○ 交通分野における地球環境・エネルギー対策に関する国際連携の強化

【新規】 （国際企画室）

要求額 ５１百万円

・ 地球的規模の課題となっている気候変動問題に対処すべく、平成２０年

１０月に我が国が主催する「交通分野における地球環境・エネルギーに関

する大臣会合」の成果を踏まえ、我が国のリーダーシップの下、各国との

国際連携を強化しつつ、交通分野における温室効果ガスの削減及び大気汚

染の改善に係る取組を強力に推進する。

＜内 容＞

・大臣会合における合意事項の強力かつ着実な実施を図るため、国際的な枠

組が存在しない国内交通分野について、政策対話のための国際パートナー

シップを形成し、各国の優良事例（ベストプラクティス）の共有、統計デ

ータの整備、新興国・開発途上国への技術支援等の具体的な取組を強力に

推進するとともに、関係国際機関への提言を行う。

交通分野における地球環境・エネルギー対策に関する国際連携の強化

･アジア諸国等途上国では、急速な交通需要の
増大によるCO2・大気汚染問題の深刻化が懸念

･日本は先進的な技術・経験を生かした効果的
な国際協力が可能

･気候変動問題に適切に対処するには、地球規模
の取組が必要
世界のCO2排出量の約20%を占める交通分野は、
更なる取組が必要

･ 2009年末までに2013年以降のポスト京都枠組に
係る合意がなされることを見据え、交通分野に
おいてもセクター別の取組を進めることが重要

「交通分野における地球環境・エネルギーに関する大臣会合」の開催 (2008.10 東京）

ポスト京都枠組を見据え、交通分野からの更なる取組促進

国際的な枠組における国際連携の強化 アジア諸国等の途上国支援

ベストプラクティスの共有

統計データの整備

新興国・開発途上国への技術支援

COP,ICAO,IMO等関連国際枠組への提言
国内交通分野における政策対話のための国際パートナーシップ国際パートナーシップの形成
APEC,日ASEAN交通連携枠組等での取組促進

地球規模の取組促進
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○ アジア諸国における交通グリーン化推進事業【拡充】

（ ）国際業務室

要求額 ４３百万円

・ 平成２０年１０月に我が国において主催する「交通分野における地球環

境・エネルギーに関する大臣会合」の成果を踏まえ、アジア諸国における

交通分野からの二酸化炭素排出量の増加、大気汚染の深刻化に対応するた

め、陸・海・空の各交通分野における能力向上支援（キャパシティビルデ

ィング）を推進する。

＜内 容＞

・自動車の基準・認証制度導入に関する人材育成を行うとともに、都市にお

ける公共交通の導入支援、港湾荷役機械の省エネルギー化、船舶着岸時の

陸電供給、航空路・空域管理の効率化等について技術的な支援を行う。

海上海上交通分野交通分野

・港湾における環境対策技術の

導入

・アジア諸国のＩＭＯ加盟国監査

制度の導入

アジア諸国に対するキャパシティビルディングの実施アジア諸国に対するキャパシティビルディングの実施

・環境にやさしい公共交通シス

テムの導入

・自動車基準・認証制度の導入

陸上交通分野陸上交通分野

陸上交通・海上交通・航空の各分野において、環境対策のためにアジア諸国に対して行う能力向上支援

（キャパシティビルディング）の内容を検討するとともに、その成果を踏まえたセミナー等を実施する。

・航空路・空域管理の効率化等

による運航効率改善策の導入

航空航空分野分野

大臣会合の成果を踏まえ、国際連携を強化しつつ、交通分野における温室効果ガスの削減及び、大気

汚染の改善に係る国際的な取組を強化。

特に、今後モータリゼーションの急速な発展が見込まれるアジア諸国アジア諸国における環境対策の強化を図るた

め、優良事例（ベストプラクティス）の共有優良事例（ベストプラクティス）の共有、能力向上支援（キャパシティビルディング）の実施能力向上支援（キャパシティビルディング）の実施、新技術・新技術・

方策の普及等方策の普及等を推進。

アジア諸国における交通グリーン化推進事業アジア諸国における交通グリーン化推進事業

交通分野における地球環境・エネルギーに関する大臣会合の開催交通分野における地球環境・エネルギーに関する大臣会合の開催

海上海上交通分野交通分野

・港湾における環境対策技術の

導入

・アジア諸国のＩＭＯ加盟国監査

制度の導入

アジア諸国に対するキャパシティビルディングの実施アジア諸国に対するキャパシティビルディングの実施

・環境にやさしい公共交通シス

テムの導入

・自動車基準・認証制度の導入

陸上交通分野陸上交通分野

陸上交通・海上交通・航空の各分野において、環境対策のためにアジア諸国に対して行う能力向上支援

（キャパシティビルディング）の内容を検討するとともに、その成果を踏まえたセミナー等を実施する。

・航空路・空域管理の効率化等

による運航効率改善策の導入

航空航空分野分野

大臣会合の成果を踏まえ、国際連携を強化しつつ、交通分野における温室効果ガスの削減及び、大気

汚染の改善に係る国際的な取組を強化。

特に、今後モータリゼーションの急速な発展が見込まれるアジア諸国アジア諸国における環境対策の強化を図るた

め、優良事例（ベストプラクティス）の共有優良事例（ベストプラクティス）の共有、能力向上支援（キャパシティビルディング）の実施能力向上支援（キャパシティビルディング）の実施、新技術・新技術・

方策の普及等方策の普及等を推進。

大臣会合の成果を踏まえ、国際連携を強化しつつ、交通分野における温室効果ガスの削減及び、大気

汚染の改善に係る国際的な取組を強化。

特に、今後モータリゼーションの急速な発展が見込まれるアジア諸国アジア諸国における環境対策の強化を図るた

め、優良事例（ベストプラクティス）の共有優良事例（ベストプラクティス）の共有、能力向上支援（キャパシティビルディング）の実施能力向上支援（キャパシティビルディング）の実施、新技術・新技術・

方策の普及等方策の普及等を推進。

アジア諸国における交通グリーン化推進事業アジア諸国における交通グリーン化推進事業

交通分野における地球環境・エネルギーに関する大臣会合の開催交通分野における地球環境・エネルギーに関する大臣会合の開催
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◇ 建設機械整備事業
※ ）特別会計計上予算（道路・治水

○ 建設機械施工の高度化推進 （建設施工企画課）

要求額（事業費）１８，９９９百万円

（国 費）１２，５５８百万円

・社会資本の維持管理における作業効率の向上とともに、災害時の迅速な

、 、 。対応 品質の確保などを考慮しつつ 建設機械施工の高度化を推進する

＜内 容＞

・国が管理する河川及び道路における維持管理業務、災害対応等のための

建設機械を整備する。災害対応においては、広域的な防災体制の構築に

必要な災害対策用機械の導入を推進する。

・冬期道路交通の確保を図るため 「雪寒法」に基づく除雪機械の整備（地、

方公共団体への補助を含む ）を推進する。。

・建設事業における施工の効率化、省力化、安全性向上等を図るため、建

設機械と施工の改善に関する調査、技術開発を推進する。

災害時の排水状況 冬期の除雪状況

災 害 対 策 用 機 械 除 雪 用 機 械
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（この冊子は、再生紙を使用しています ）。


